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(57)【要約】
　グローバル方式の測位、ナビゲーション、及び、タイ
ミング（ＰＮＴ）において、特にその一例がグローバル
ポジショニングシステム（ＧＰＳ）であるグローバルナ
ビゲーション衛星システム（ＧＮＮＳ）の性能を高める
、かなりの費用効率が高い改良が導入される。解決策は
、精度、完全性、取得時間、干渉除去、及び、スプーフ
ィング防御を含む性能メトリックをかなり改良する。改
良された信号処理と組み合わされる低コストアーキテク
チャを使用する小型衛星のコンステレーションは、スペ
クトル効率が高い輸送可動性にとって手頃な価格のイネ
イブラーをもたらす。衛星測位に対するより大きな依存
へのトラフィック管理近代化移行として、解決策は、ナ
ビゲーション及び監視に対する意図的な干渉及び意図的
でない干渉の両方からの新たな防御を航空ユーザに対し
て与える。また、知的輸送が自動車のための開発下にあ
る時代を踏まえて、信頼できるｗｈｅｒｅ－ｉｎ－ｌａ
ｎｅ測位は、関連する自律車両において新たな用途を可
能にする。新たな軍事的能力がＰＮＴ利用可能性を高め
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　サービスデータプロセッサ、グローバルナビゲーションサテライトシステム（ＧＮＳＳ
）衛星から受信された測定値、及び、地球低軌道（ＬＥＯ）衛星から受信された測定値を
利用する少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための
方法であって、前記測定値がキャリア位相疑似距離を含む、方法において、
　（ａ）少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサが、（ｉ）少なくとも１つの前
記ＬＥＯ衛星によって前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つから受信された前記測定
値、（ｉｉ）少なくとも１つの地上基準局により前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１
つ及び少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受信された前記測定値、及び／又は、（ｉｉ
ｉ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星によりＬＥＯ間クロスリンク送信を介して少なくと
も１つの他の前記ＬＥＯ衛星から受信された前記測定値を受け入れるステップと、
　（ｂ）少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサが、利用可能な前記疑似距離か
ら少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星のための正確な軌道予測及びクロック予測を生成する
ステップと、
　（ｃ）少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサが、前記少なくとも１つのユー
ザ装置がその位置を信号受信時に計算して前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星からの更
なるキャリア位相疑似距離を測定するときに前記正確な軌道予測及びクロック予測を考慮
に入れることができるようにするために前記予測を前記少なくとも１つのユーザ装置へ広
めるステップと、
　を含む方法。
【請求項２】
　（ａ）少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサは、（ｉ）少なくとも１つの前
記ＬＥＯ衛星によって前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つから受信された前記測定
値、及び、（ｉｉ）前記少なくとも１つの地上基準局により前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少
なくとも１つ及び少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受信された前記測定値を受け入れ
、
　（ｂ）少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサは、（ｉ）少なくとも１つの前
記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つから受信された前記疑似距
離から前記軌道予測を生成するとともに、（ｉｉ）前記少なくとも１つの地上基準局によ
り前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つ及び少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受
信された前記疑似距離から前記クロック予測を生成する、
　請求項１に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポート
するための方法。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの地上基準局により前記少なくとも１つの他のＬＥＯ衛星から受信
された前記測定値は、前記少なくとも１つの地上基準局が少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛
星のフットプリントの外側にある形態からのものである、請求項１に記載の少なくとも１
つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項４】
　前記地上基準局により前記ＬＥＯ衛星から受信された測定値が利用できない、請求項１
に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための
方法。
【請求項５】
　前記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳＳ衛星から受信された測定値が利用できない、請求項
１に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするため
の方法。
【請求項６】
　（ｉ）前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星は、前記ＧＮＳＳ衛星から又は他の前記ＬＥＯ
衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するのに用いる受信器と、前記地上基準局により
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受信されるべきキャリア位相をブロードキャストするのに用いる送信器とに対してコヒー
レントに結合される既知の安定性を有するオシレータを含み、（ｉｉ）前記少なくとも１
つのユーザ装置は、前記衛星、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、
前記クロック予測が受信された際に経由するデータ配布手段の使用不能に起因する１つ以
上の前記クロック予測の損失に耐える、請求項１に記載の少なくとも１つのユーザ装置の
弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのサービスデータプロセッサは、ＷＡＡＳマスターステーション又
は精密ポイント測位ネットワークオペレーションセンターに組み込まれる、請求項１に記
載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法
。
【請求項８】
　前記広めるステップは、ＳＢＡＳ衛星、インマルサット狭バンド、ＮＤＧＰＳデータブ
ロードキャスト、ＶＨＦ航空無線、４Ｇ　ＬＴＥ、ＤＯＴ　ＩＴＳ　Ｖ２Ｉ　５．９ＧＨ
ｚ標準規格ブロードキャスト、又は、前記ＬＥＯ衛星を使用して達成される、請求項１に
記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方
法。
【請求項９】
　サービスデータプロセッサ、ＧＮＳＳ衛星から受信された測定値、及び、ＬＥＯ衛星か
ら受信された測定値を利用する少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位
をサポートするための方法であって、前記測定値がキャリア位相疑似距離を含む、方法に
おいて、
　（ａ）前記少なくとも１つのユーザ装置が、少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星における
少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサにより広められる正確な軌道予測及びク
ロック予測を受け入れるステップであって、前記正確な軌道予測及びクロック予測が、（
ｉ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星によって少なくとも１つの前記ＧＮＳＳ衛星から受
信された、（ｉｉ）少なくとも１つの地上基準局により少なくとも１つの前記ＧＮＳＳ衛
星及び少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受信された、及び／又は、（ｉｉｉ）少なく
とも１つの他の前記ＬＥＯ衛星と少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星との間のＬＥＯ間クロ
スリンク送信から受信された、少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサにより受
け入れられる利用可能な疑似距離から生成される、ステップと、
　（ｂ）前記少なくとも１つのユーザ装置が、その位置を信号受信時に計算して前記ＧＮ
ＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星からの更なるキャリア位相疑似距離を測定するときに前記正
確な軌道予測及びクロック予測を考慮に入れる、ステップと、
　を含む方法。
【請求項１０】
　（ｉ）前記正確な軌道予測は、少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星により少なくとも１つ
の前記ＧＮＳＳ衛星から受信された少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサによ
り受け入れられる前記疑似距離から生成され、（ｉｉ）前記正確なクロック予測は、前記
少なくとも１つの地上基準局により少なくとも１つの前記ＧＮＳＳ衛星及び少なくとも１
つの前記ＬＥＯ衛星から受信された前記疑似距離から生成される、請求項９に記載の少な
くとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの地上基準局により前記少なくとも１つの他のＬＥＯ衛星から受け
入れられる前記疑似距離は、前記少なくとも１つの地上基準局が少なくとも１つの前記Ｌ
ＥＯ衛星のフットプリントの外側にある形態からのものである、請求項９に記載の少なく
とも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１２】
　前記地上基準局により前記ＬＥＯ衛星から受信された疑似距離が利用できない、請求項
９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするため
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の方法。
【請求項１３】
　前記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳＳ衛星から受信された疑似距離が利用できない、請求
項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするた
めの方法。
【請求項１４】
　（ｉ）前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星は、前記ＧＮＳＳ衛星から又は他の前記ＬＥＯ
衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するのに用いる受信器と、前記地上基準局により
受信されるべきキャリア位相をブロードキャストするのに用いる送信器とに対してコヒー
レントに結合される既知の安定性を有するオシレータを含み、（ｉｉ）前記少なくとも１
つのユーザ装置は、前記衛星、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、
前記クロック予測が受信された際に経由するデータ配布手段の使用不能に起因する１つ以
上の前記クロック予測の損失に耐える、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の
弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１５】
　少なくとも１つのカメラ、ライダー受信器、又は、レーダー受信器から選択される他の
センサの融合を重み付けるために受信器自律型完全性モニタリング（ＲＡＩＭ）を使用す
るステップを更に含む、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリ
ア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１６】
　想定し得る干渉に対抗するために衛星の少なくとも１つの対にわたってコヒーレント相
互相関を形成するステップを更に含む、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の
弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１７】
　前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星が既知のオシレータ安定性を有し、少なくとも１
つの前記サービスデータプロセッサから前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星の正確なク
ロック予測を受けるとともに、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、
前記クロック予測が受信された際に経由するデータ配布手段の使用不能に起因する１つ以
上の前記クロック予測のその後の損失に耐えるステップを更に含む、請求項９に記載の少
なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１８】
　前記方法は、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、それらの間の或
いはそこからのデータ配布手段の使用不能に起因する１つ以上の前記クロック予測のその
後の損失に耐えるにもかかわらず行われる、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装
置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項１９】
　前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星は、ＰＲＮコード再使用を通じて必要とされるＰＲＮ
コードの数を最小にする前記ＬＥＯ衛星のコンステレーションに含まれる、請求項９に記
載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法
。
【請求項２０】
　（ａ）前記ユーザ装置が、それが移動している時間に、既知のオシレータ安定性を有す
る１つ以上の地上の自走式の事前に測量されたスードライトからブロードキャスティング
信号を受けてそこからキャリア位相疑似距離を測定するステップと、（ｂ）前記スードラ
イトの事前に測量された位置と既知のオシレータ安定性とを前記位置計算に組み入れるス
テップと、を更に備える、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャ
リア位相測位をサポートするための方法。
【請求項２１】
　前記スードライトが５．９ＧＨｚバンドでブロードキャストする、請求項２０に記載の
少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
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【請求項２２】
　前記スードライトの一部又は全部が街路レベルに装着される、請求項２０に記載の少な
くとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項２３】
　前記スードライトの一部又は全部が前記車両よりも上側に装着される、請求項２０に記
載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法
。
【請求項２４】
　（ａ）信号を受信して、マルチバンドＬＥＯ衛星、単一バンドＬＥＯ衛星、及び、ＧＮ
ＳＳ衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するステップと、
　（ｂ）サービスデータプロセッサが、前記ＬＥＯ衛星及び前記ＧＮＳＳ衛星の両方の正
確な軌道予測及びクロック予測と、道路固有の電離圏推定値及び対流圏推定値とを収集す
るステップと、
　（ｃ）前記道路固有の推定値を適用して、前記単一バンドＬＥＯ衛星疑似距離を補正す
るステップと、
を更に備える、請求項９に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測
位をサポートするための方法。
【請求項２５】
　前記単一バンドＬＥＯ衛星信号のうちの１つ以上が１，５７５，４２０，０００Ｈｚに
中心付けられるバンドでブロードキャストされる、請求項２４に記載の少なくとも１つの
ユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法。
【請求項２６】
　前記単一バンドＬＥＯ衛星信号のうちの１つ以上が１，６１６，０００，０００～１，
６２６，５００，０００Ｈｚの範囲にまたがるバンドでブロードキャストされる、請求項
２４に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするた
めの方法。
【請求項２７】
　サービスデータプロセッサ、ＧＮＳＳ衛星から受信された測定値、及び、ＬＥＯ衛星か
ら受信された測定値を利用する少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位
をサポートするためのサービスデータプロセッサであって、前記測定値がキャリア位相疑
似距離を含む、サービスデータプロセッサにおいて、
　（ａ）（ｉ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星によって前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少な
くとも１つから前記測定値を受け入れる、（ｉｉ）少なくとも１つの地上基準局により前
記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つ及び前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星から前記測
定値を受け入れる、及び／又は、（ｉｉｉ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星によりＬＥ
Ｏ間クロスリンク送信を介して少なくとも１つの他の前記ＬＥＯ衛星から前記測定値を受
け入れるための手段と、
　（ｂ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星により受信された利用可能な前記疑似距離から
少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星における正確な軌道予測及びクロック予測を生成するた
めの手段と、
　（ｃ）前記少なくとも１つのユーザ装置がその位置を信号受信時に計算して前記ＧＮＳ
Ｓ衛星及び前記ＬＥＯ衛星からの更なるキャリア位相疑似距離を測定するときに前記正確
な軌道予測及びクロック予測を考慮に入れることができるようにするために前記予測を前
記少なくとも１つのユーザ装置へ広めるための手段と、
　を備えるサービスデータプロセッサ。
【請求項２８】
　（ａ）受け入れられた測定値は、（ｉ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星によって前記
ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つから受信されるとともに、（ｉｉ）前記少なくとも
１つの地上基準局により前記ＧＮＳＳ衛星のうちの少なくとも１つ及び少なくとも１つの
前記ＬＥＯ衛星から受けられ、及び、
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　（ｂ）生成された前記軌道予測は、少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳ
Ｓ衛星のうちの少なくとも１つから受信された前記疑似距離からのものであり、生成され
た前記クロック予測は、前記少なくとも１つの地上基準局により前記ＧＮＳＳ衛星のうち
の少なくとも１つ及び少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受信された前記疑似距離から
のものである、
　請求項２７に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポー
トするためのサービスデータプロセッサ。
【請求項２９】
　前記少なくとも１つの地上基準局により前記少なくとも１つの他のＬＥＯ衛星から受信
された前記測定値は、前記少なくとも１つの地上基準局が少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛
星のフットプリントの外側にある形態からのものである、請求項２７に記載の少なくとも
１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするためのサービスデータプロ
セッサ。
【請求項３０】
　前記地上基準局により前記ＬＥＯ衛星から受信された測定値が利用できない、請求項２
７に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするため
のサービスデータプロセッサ。
【請求項３１】
　前記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳＳ衛星から受信された測定値が利用できない、請求項
２７に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするた
めのサービスデータプロセッサ。
【請求項３２】
　（ｉ）前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星は、前記ＧＮＳＳ衛星から又は他の前記ＬＥＯ
衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するのに用いる受信器と、前記地上基準局により
受信されるべきキャリア位相をブロードキャストするのに用いる送信器とに対してコヒー
レントに結合される既知の安定性を有するオシレータを含み、（ｉｉ）前記少なくとも１
つのユーザ装置は、前記衛星、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、
前記クロック予測がチャネリングされる際に経由するデータ配布手段の使用不能に起因す
る１つ以上の前記クロック予測の損失に耐える、請求項２７に記載の少なくとも１つのユ
ーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするためのサービスデータプロセッサ。
【請求項３３】
　前記サービスデータプロセッサが衛星搭載である、請求項２７に記載の少なくとも１つ
のユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするためのサービスデータプロセッ
サ。
【請求項３４】
　前記ＬＥＯ衛星によりホストされる集積回路チップセットに設けられる結合された送信
器及び受信器を更に含む、請求項３３に記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキ
ャリア位相測位をサポートするためのサービスデータプロセッサ。
【請求項３５】
　前記少なくとも１つのサービスデータプロセッサは、ＷＡＡＳマスターステーション又
は精密ポイント測位ネットワークオペレーションセンターに組み込まれる、請求項２７に
記載の少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするためのサ
ービスデータプロセッサ。
【請求項３６】
　前記広めるための手段は、ＳＢＡＳ衛星、インマルサット狭バンド、ＮＤＧＰＳデータ
ブロードキャスト、ＶＨＦ航空無線、４Ｇ　ＬＴＥ、ＤＯＴ　ＩＴＳ　Ｖ２Ｉ　５．９Ｇ
Ｈｚ標準規格ブロードキャスト、又は、前記ＬＥＯ衛星を利用する、請求項２７に記載の
少なくとも１つのユーザ装置の弾力的なキャリア位相測位をサポートするためのサービス
データプロセッサ。
【請求項３７】
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　ユーザ装置の位置を計算するべくＧＮＳＳ衛星から受信された測定値とＬＥＯ衛星から
受信された測定値とを利用するためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユ
ーザ装置であって、前記測定値がキャリア位相疑似距離を含む、ユーザ装置において、
　（ａ）少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星における少なくとも１つの前記サービスデータ
プロセッサにより広められる正確な軌道予測及びクロック予測を受け入れるための受け入
れ手段であって、前記正確な軌道予測及びクロック予測が、（ｉ）少なくとも１つの前記
ＬＥＯ衛星によって少なくとも１つの前記ＧＮＳＳ衛星から受信された、（ｉｉ）少なく
とも１つの地上基準局により少なくとも１つの前記ＧＮＳＳ衛星及び少なくとも１つの前
記ＬＥＯ衛星から受信された、及び／又は、（ｉｉｉ）ＬＥＯ間クロスリンク送信として
の少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星により少なくとも１つの他のＬＥＯ衛星から受信され
た、少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサにより受け入れられる利用可能な疑
似距離から生成される、受け入れ手段と、
　（ｂ）前記ユーザ装置の位置を信号受信時に計算して前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ
衛星からの更なるキャリア位相疑似距離を測定するときに前記正確な軌道予測及びクロッ
ク予測を考慮に入れることによって前記ユーザ装置の位置を計算するための計算手段と、
　を備えるユーザ装置。
【請求項３８】
　（ｉ）前記正確な軌道予測は、少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星により少なくとも１つ
の前記ＧＮＳＳ衛星から受信された少なくとも１つの前記サービスデータプロセッサによ
り受け入れられる前記疑似距離から生成され、（ｉｉ）前記正確なクロック予測は、前記
少なくとも１つの地上基準局により少なくとも１つの前記ＬＥＯ衛星から受信された少な
くとも１つの前記サービスデータプロセッサにより受け入れられる前記疑似距離から生成
される、請求項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用す
るためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項３９】
　前記少なくとも１つの地上基準局により前記少なくとも１つの他のＬＥＯ衛星から受信
された前記疑似距離は、前記少なくとも１つの地上基準局が少なくとも１つの前記ＬＥＯ
衛星のフットプリントの外側にある形態からのものである、請求項３７に記載のＧＮＳＳ
衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービスデータプロセッサに
よりサポートされるユーザ装置。
【請求項４０】
　前記地上基準局により前記ＬＥＯ衛星から受信された疑似距離が利用できない、請求項
３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービ
スデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４１】
　前記ＬＥＯ衛星により前記ＧＮＳＳ衛星から受信された疑似距離が利用できない、請求
項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサー
ビスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４２】
　（ｉ）前記少なくとも１つのＬＥＯ衛星は、前記ＧＮＳＳ衛星から又は他の前記ＬＥＯ
衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するのに用いる受信器と、前記地上基準局により
受信されるべきキャリア位相をブロードキャストするのに用いる送信器とに対してコヒー
レントに結合される既知の安定性を有するオシレータを含み、（ｉｉ）前記少なくとも１
つのユーザ装置は、前記衛星、前記地上基準局、前記サービスデータプロセッサ、又は、
前記クロック予測が受信された際に経由するデータ配布手段の使用不能に起因する１つ以
上の前記クロック予測の損失に耐える、請求項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星
から受信された測定値を利用するためにサービスデータプロセッサによりサポートされる
ユーザ装置。
【請求項４３】
　前記計算手段が受信器自律型完全性モニタリング（ＲＡＩＭ）装置に結合される、請求
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項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサー
ビスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４４】
　前記計算手段は、他のセンサの融合を重み付けるために前記ＲＡＩＭ装置を使用するた
めの手段に結合される、請求項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された
測定値を利用するためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４５】
　前記他のセンサは、カメラ及びライダー受信器又はレーダー受信器のうちの少なくとも
１つを含む、請求項４４に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利
用するためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４６】
　ＬＥＯ信号が前記ＬＥＯ衛星のそれぞれから前記地上基準局のそれぞれへブロードキャ
ストされ、前記ユーザ装置は、前記ＧＮＳＳ衛星により使用される周波数バンドと同じで
ある周波数バンドを使用する、請求項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信
された測定値を利用するためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装
置。
【請求項４７】
　前記ＬＥＯ信号が旧来のＧＮＳＳ　ＰＲＮコード又は現代のＧＮＳＳ　ＰＲＮコードと
一致する、請求項４６に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用
するためにサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４８】
　前記ＧＮＳＳ　ＰＲＮコードは、以下のＧＮＳＳ　ＰＲＮコード、すなわち、ＧＰＳ　
Ｃ／Ａ、ＧＰＳ　Ｐ（Ｙ）、ＧＰＳ　Ｍ、ＧＰＳ　Ｍ’、ＧＰＳ　Ｌ５、ＧＰＳ　Ｌ２Ｃ
、ＧＰＳ　Ｌ１Ｃ、Ｇａｌｉｌｅｏ　Ｅ１、Ｇａｌｉｌｅｏ　Ｅ５ａ、Ｇａｌｉｌｅｏ　
Ｅ５ｂ、Ｇａｌｉｌｅｏ　Ｅ５、及び、Ｇａｌｉｌｅｏ　Ｅ６から選択される、請求項４
７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービス
データプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項４９】
　前記ＬＥＯ衛星信号は、毎秒１，０２３，０００チップの整数倍のチッピングレートを
生み出す１２８ビットＡＥＳカウンタにより生成されるコードである、請求項４６に記載
のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービスデータプ
ロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項５０】
　（ａ）動いている前記ユーザ装置が、既知のオシレータ安定性を有する１つ以上の地上
の自走式の事前に測量されたスードライトによりブロードキャストされる信号を受けるた
めの手段であって、前記スードライトからの前記信号がキャリア位相疑似距離を含む、手
段と、（ｂ）前記スードライトの事前に測量された位置とオシレータ安定性とを前記位置
計算に組み入れるための手段とを更に備える、請求項３７に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥ
Ｏ衛星から受信された測定値を利用するためにサービスデータプロセッサによりサポート
されるユーザ装置。
【請求項５１】
　前記スードライトが５．９ＧＨｚバンドでブロードキャストする、請求項５０に記載の
ＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービスデータプロ
セッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項５２】
　前記スードライトの一部又は全部が街路レベルに装着される、請求項５０に記載のＧＮ
ＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するためにサービスデータプロセッ
サによりサポートされるユーザ装置。
【請求項５３】
　前記スードライトの一部又は全部は、街路車両が走行する場所よりも上側に装着される
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、請求項５０に記載のＧＮＳＳ衛星及びＬＥＯ衛星から受信された測定値を利用するため
にサービスデータプロセッサによりサポートされるユーザ装置。
【請求項５４】
　ユーザ装置のキャリア位相測位のための方法であって、
　（ａ）前記ユーザ装置が信号を受信し、それぞれが既知の軌道と既知の安定性を有する
オシレータとを伴う複数のＬＥＯ衛星からのユーザ装置に関するキャリア位相疑似距離を
測定区間にわたって測定するステップと、
　（ｂ）観測ジオメトリが測定区間にわたって受け入れ可能な位置精度を与えることを確
かめるステップと、
　（ｃ）前記ユーザ装置の位置を推定するステップと、
　を含む方法。
【請求項５５】
　少なくとも１つの移動するユーザ装置のキャリア位相測位のための方法であって、
　（ａ）前記少なくとも１つの移動するユーザ装置が、それぞれが既知の安定性を有する
オシレータを伴う１つ以上の地上の自走式の事前に測量されるスードライトからキャリア
位相疑似距離を受けて測定するステップと、
　（ｂ）前記少なくとも１つの移動するユーザ装置が、前記スードライト疑似距離と前記
スードライトの事前に測量された位置とから前記少なくとも１つのユーザ装置の位置を計
算するステップと、
　を含む方法。
【請求項５６】
　ＲＡＩＭ警報を適時に生成するステップを更に含む、請求項５５に記載の少なくとも１
つのユーザ装置のキャリア位相測位のための方法。
【請求項５７】
　１つ以上の放射体を定位するための方法であって、
　（ａ）ＬＥＯ衛星及び／又は地上基準局により測定されるＧＮＳＳ衛星ブロードキャス
ト又はＬＥＯ衛星ブロードキャストからの疑似距離をサービスデータプロセッサ内に収集
するステップと、
　（ｂ）前記ＬＥＯ衛星の正確な軌道推定値及びクロック推定値と、前記地上基準局の正
確なクロック推定値とを生成するステップと、
　（ｃ）前記ＬＥＯ衛星により測定される放射体信号のワイドバンド無線周波数（ＲＦ）
サンプルストリームを前記サービスデータプロセッサ内に収集するステップと、
　（ｄ）前記ＬＥＯ衛星の正確な軌道推定値及びクロック推定値にしたがって前記サンプ
ルストリームを時間・空間登録するステップと、
　（ｅ）前記各放射体を定位するために前記ＬＥＯ衛星の対にわたって前記サンプルスト
リームを相互相関させるステップと、
　を含む方法。
【請求項５８】
　前記サンプルストリーム収集ステップは、前記地上基準局と共に配置される地上受信器
により測定される放射体信号のワイドバンドＲＦサンプルストリームをサンプリングする
ことを含み、
　前記登録ステップは、前記地上基準局の前記正確なクロック推定値にしたがって前記地
上サンプルを時間登録することを含み、
　前記相互相関ステップは、衛星－地上サンプルストリーム対及び地上－地上サンプルス
トリーム対の両方を相互相関させることを含む、
　請求項５７に記載の方法。
【請求項５９】
　１つ以上の加入者車両の弾力的なキャリア位相測位をサポートするための方法であって
、
　（ａ）マルチバンドＬＥＯ衛星からの測定値をサービスデータプロセッサ内に収集する
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ステップであって、前記マルチバンドＬＥＯ衛星からの前記測定値がＧＮＳＳ衛星からの
キャリア位相疑似距離を含む、ステップと、
　（ｂ）地上基準局からの測定値を前記サービスデータプロセッサ内に収集するステップ
であって、前記地上基準局からの前記測定値が、マルチバンドＬＥＯ衛星、単一バンドＬ
ＥＯ衛星、及び、ＧＮＳＳ衛星からのキャリア位相疑似距離を含む、ステップと、
　（ｃ）探査車両からの測定値を前記サービスデータプロセッサ内に収集するステップで
あって、前記探査車両からの前記測定値が、マルチバンドＬＥＯ衛星、単一バンドＬＥＯ
衛星、及び、ＧＮＳＳ衛星からのキャリア位相疑似距離を含む、ステップと、
　（ｄ）前記サービスデータプロセッサが、前記疑似距離から、前記ＬＥＯ衛星及び前記
ＧＮＳＳ衛星の正確な軌道予測及びクロック予測と、道路固有の電離圏推定値及び対流圏
推定値とを生成するステップと、
　（ｅ）少なくとも１つの前記加入者車両が信号を受信してマルチバンドＬＥＯ衛星、単
一バンドＬＥＯ衛星、及び、ＧＮＳＳ衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するととも
に少なくとも１つの前記加入者車両の位置を推定できるようにするべく少なくとも１つの
前記加入者車両に関して前記サービスデータプロセッサから前記予測及び推定値を広める
ステップと、
　を含む方法。
【請求項６０】
　ＧＮＳＳ信号認証のための方法であって、
　（ａ）最初は秘密であるウォーターマークキーに基づいてウォーターマークＰＲＮ波形
を生成するステップであって、前記ウォーターマークキーは、ユーザ装置がＬＥＯ衛星信
号に関してウォーターマークパワーチェックを行なうとともに全ての受信信号を使用して
パワーソリューション・ＲＡＩＭチェックを行なうことができるようにするべく配置され
る、ステップと、
　（ｂ）前記ウォーターマーク波形を開放波形と合計するステップと、
　（ｃ）前記ユーザ装置による前記ウォーターマークキーの受信及びアクセスのために前
記合計された波形信号を含む前記ＬＥＯ衛星信号を１つ以上のＬＥＯ衛星からブロードキ
ャストするステップと、
　を含む方法。
【請求項６１】
　ＧＮＳＳ信号認証のための方法であって、
　（ａ）ユーザ装置がＧＮＳＳ信号及びＬＥＯ衛星信号を受信するステップであって、前
記ＬＥＯ衛星信号が合計された波形信号を含み、前記合計された波形信号がウォーターマ
ークＰＲＮ波形と開放波形との和を含み、前記ウォーターマークＰＲＮ波形が最初は秘密
であるウォーターマークキーに基づく、ステップと、
　（ｂ）前記ユーザ装置によって前記ウォーターマークキーにアクセスするステップと、
　（ｃ）前記ＬＥＯ衛星信号に関してウォーターマークパワーチェックを行なうステップ
と、
　（ｄ）前記受信信号の全てを使用して測位ソリューション及びＲＡＩＭチェックを行な
うステップと、
　を含む方法。
【請求項６２】
　前記ＬＥＯ衛星信号が開放波形信号を含み、前記ユーザ装置によって前記ウォーターマ
ークキーにアクセスする前記ステップは、前記開放波形信号のうちの１つ以上を介して前
記ウォーターマークキーを広めることによって可能にされる、請求項６１に記載のＧＮＳ
Ｓ信号認証方法。
【請求項６３】
　ＧＮＳＳ信号認証のための方法であって、
　（ａ）ＧＮＳＳ衛星及び１つ以上のＬＥＯ衛星から受信されたデータとして記憶される
ユーザ装置信号から認証サーバ内に収集するステップであって、前記１つ以上のＬＥＯ衛
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星からのそれぞれの信号は、秘密であるトラフィックキーに基づいて暗号化される波形を
含む、ステップと、
　（ｂ）前記ＬＥＯ衛星信号を解読するために前記トラフィックキーを使用して前記記憶
された信号における疑似距離を測定するとともに、前記受信信号の全てを使用して測位ソ
リューション及びＲＡＩＭチェックを行なうステップと、
　を含む方法。
【請求項６４】
　前記ＬＥＯ衛星信号に関してパワーチェックを行なうステップを更に含む、請求項６３
に記載のＧＮＮ信号認証方法。
【請求項６５】
　ユーザ位置認証のための方法であって、
　（ａ）１つ以上のＬＥＯ衛星から信号ブロードキャストを受けるステップであって、１
つ以上のＬＥＯ衛星からの前記信号は、秘密であるトラフィックキーに基づいて暗号化さ
れる波形を含む、ステップと、
　（ｂ）ＧＮＳＳ衛星から受信した信号から疑似距離を測定するステップと、
　（ｃ）前記ＧＮＳＳ疑似距離から測位ソリューションを行なうステップと、
　（ｄ）前記トラフィックキーにアクセスするステップと、
　（ｅ）前記ＬＥＯ衛星信号に関してパワーチェックを行なうステップと、
　（ｆ）前記測位ソリューション及び前記トラフィックキーを使用して前記ＬＥＯ衛星信
号を解読するステップと、
　を含む方法。
【請求項６６】
　前記トラフィックキーにアクセスする前記ステップは、ユーザ装置が認証サーバから前
記トラフィックキーを受けるステップを含み、パワーチェックを行なう前記ステップ及び
前記測位ソリューション及び前記トラフィックキーを使用して前記ＬＥＯ衛星信号を解読
する前記ステップが前記ユーザ装置により行われる、請求項６５に記載のユーザ位置認証
方法。
【請求項６７】
　前記ＧＮＳＳ測位ソリューション及びパワーチェックが認証サーバによって収集され、
前記測位ソリューション及び前記トラフィックキーを使用して前記ＬＥＯ衛星信号を解読
する前記ステップが前記認証サーバにより行われる、請求項６５に記載のユーザ位置認証
方法。
【請求項６８】
　ユーザ位置認証のための方法であって、
　（ａ）ユーザ装置が１つ以上のＬＥＯ衛星からブロードキャストされる信号を受信する
ステップであって、前記１つ以上のＬＥＯ衛星からの前記信号は、秘密であるトラフィッ
クキーに基づいて暗号化される波形を含む、ステップと、
　（ｂ）前記ユーザ装置がＧＮＳＳ衛星から信号を受信するステップと、
　（ｃ）前記ユーザ装置が前記トラフィックキーにアクセスするステップと、
　（ｄ）前記ユーザ装置が前記トラフィックキーを使用して前記１つ以上のＬＥＯ衛星か
らの信号を解読するステップと、
　（ｅ）前記ユーザ装置が、前記ＧＮＳＳ衛星からの信号及び解読されたＬＥＯ衛星信号
における疑似距離を測定するステップと、
　（ｆ）前記ユーザ装置が前記疑似距離の全てを使用して測位ソリューション及びＲＡＩ
Ｍチェックを行なうステップと、
　を含む方法。
【請求項６９】
　前記ＬＥＯ衛星信号に関してパワーチェックを行なうステップを更に含む、請求項６８
に記載のユーザ位置認証方法。
【請求項７０】
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　（ａ）前記測位ソリューション、ＲＡＩＭチェック、及び、パワーチェックにデジタル
署名するステップと、
　（ｂ）前記測位ソリューション、ＲＡＩＭチェック、パワーチェック、及び、デジタル
署名を認証サーバへ広めるステップと、
　（ｃ）前記広められたデータを前記デジタル署名と照合してチェックするステップと、
を更に備える、請求項６９に記載のユーザ位置認証方法。
【請求項７１】
　一人以上のユーザのための測位サーバを処理するための方法であって、
　（ａ）１つ以上のＬＥＯ衛星から信号をブロードキャストするステップであって、前記
信号のそれぞれが秘密であるトラフィックキーに基づいて暗号化される波形を備える、ス
テップと、
　（ｂ）前記ＬＥＯ衛星を用いて、前記信号を受信して、ＧＮＳＳ衛星からのキャリア位
相疑似距離を測定するステップと、
　（ｃ）１つ以上の地上基準局によって前記トラフィックキーにアクセスするステップと
、
　（ｄ）前記信号を受信するとともに、前記ＬＥＯ衛星信号を解読するために前記トラフ
ィックキーを使用して前記地上基準局に関して前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星から
のキャリア位相疑似距離を測定するステップと、
　（ｅ）前記疑似距離を１つ以上のサービスデータプロセッサ内に収集するステップと、
　（ｆ）前記疑似距離から、前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星の正確な軌道予測及び
クロック予測を生成して、暗号化し、１つ以上のユーザ装置へ広めるステップと、
　（ｇ）前記ユーザがサービスプロバイダへアクセス料金を支払うのと引き換えに、認証
されたユーザにより動作される前記ユーザ装置のうちの１つによって前記トラフィックキ
ー及び前記予測にアクセスするステップと、
　（ｈ）前記信号を受信して、前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星からのキャリア位相
疑似距離を測定するステップと、
　（ｉ）前記ユーザ装置位置を計算するとともに、前記疑似距離の全てを使用してＲＡＩ
Ｍチェックを行なうステップと、
　を含む方法。
【請求項７２】
　局所的な高出力ナビゲーション信号を生成するための方法であって、
　（ａ）信号を公称出力レベルでＬＥＯ衛星のネットワークからブロードキャストするス
テップと、
　（ｂ）前記信号を受信するとともに、条件により許容される程度まで前記ネットワーク
内の前記ＬＥＯ衛星に関してＧＮＳＳ衛星からの疑似距離を測定するステップと、
　（ｃ）前記信号を受信するとともに、条件により許容される程度まで前記ネットワーク
内の前記ＬＥＯ衛星に関して前記ＧＮＳＳ衛星からの疑似距離を測定するステップと、
　（ｄ）前記信号を受信するとともに、条件により許容される程度まで地上基準局に関し
て前記ＧＮＳＳ衛星及び前記ＬＥＯ衛星からの疑似距離を測定するステップと、
　（ｅ）前記疑似距離を１つ以上のサービスデータプロセッサ内に収集するステップと、
　（ｆ）前記疑似距離から前記ＬＥＯ衛星における軌道予測及びクロック予測を生成する
ステップと、
　（ｇ）前記予測を１つ以上のユーザ装置へ広めるステップと、
　（ｈ）前記ＬＥＯ衛星の一部から信号を高出力レベルで動作領域にわたってブロードキ
ャストするステップと、
　（ｉ）前記信号を受信するとともに、前記ユーザ装置のうちの１つに関して前記高出力
ＬＥＯ衛星からのキャリア位相疑似距離を測定するステップと、
　（ｊ）前記疑似距離及び前記予測から前記ユーザ装置位置を計算するステップと、
　を含む方法。
【請求項７３】
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　前記計算するステップが前記ユーザ装置時間を計算することを含む、請求項７２に記載
の局所的な高出力ナビゲーション信号を生成するための方法。
【請求項７４】
　前記疑似距離がキャリア位相疑似距離である、請求項７２に記載の局所的な高出力ナビ
ゲーション信号を生成するための方法。
【請求項７５】
　前記クロック予測が陳腐化している或いはさもなければ前記ユーザ装置に対して利用で
きないときに、前記計算するステップは、前記ＬＥＯ衛星クロックバイアスレートを推定
することを含む、請求項７２に記載の局所的な高出力ナビゲーション信号を生成するため
の方法。
【請求項７６】
　前記高出力ブロードキャスティング中に前記ＬＥＯ衛星のそれぞれで廃熱を蓄えるステ
ップと、前記廃熱を全ての他の時間中に放散するステップとを更に備える、請求項７２に
記載の局所的な高出力ナビゲーション信号を生成するための方法。
【請求項７７】
　前記蓄えるステップ及び前記放散するステップがそのために相変化材料を使用する、請
求項７２に記載の局所的な高出力ナビゲーション信号を生成するための方法。
【請求項７８】
　動作領域を越える軌道通過中にわたって高いブロードキャスト出力で動作するように構
成可能な地球低軌道（ＬＥＯ）宇宙船を備える、高出力局所ナビゲーション衛星システム
の熱制御のためのシステムであって、前記ＬＥＯ宇宙船は、１つ以上の高出力増幅器に電
気的に結合されるナビゲーション信号を生成するための装置を含み、前記高出力増幅器は
、前記動作領域にわたってブロードキャストするように構成される放射アンテナ要素に電
気的に結合され、前記高出力増幅器が蓄熱要素に熱的に結合され、前記蓄熱要素が放射熱
放散要素に熱的に結合される、システム。
【請求項７９】
　前記蓄熱要素及び前記放射熱放散要素は、蓄熱及び熱放散のための手段としての機能を
果たす相変化材料を含む、請求項７８に記載のシステム。
【請求項８０】
　前記アンテナ要素は熱伝導性がある、請求項７８に記載のシステム。
【請求項８１】
　前記アンテナ要素が放散する熱放射線を光学的に透過する、請求項７８に記載のシステ
ム。
【請求項８２】
　機動的でロバスト性が高いとともに費用効率が高いサービスを与えるための方法であっ
て、衛星のグローバルコンステレーションのための様々なシステムレベル機能を、前記衛
星をそれらの軌道位置に応じて様々なブロードキャスト及び受信モードへと個別に順序付
けることによって合成するステップを備え、前記機能は、領域により、以下の機能、すな
わち、
　（ｉ）コード及び／又はキャリアを使用する測位、ナビゲーション、及び、タイミング
；
　（ｉｉ）精度及び完全性の急速取得；
　（ｉｉｉ）放射体定位；及び、
　（ｉｖ）電離圏全電子数、並びに、大気の温度、圧力、密度、及び、湿度を含む電波掩
蔽、
　のうちの少なくとも１つを、様々な軍事領域、民間領域、及び、商業領域にわたって含
む、方法。
【請求項８３】
　衛星搭載分散アパーチャをビームフォーミングする方法であって、
　（ａ）宇宙空間内に自由飛行する有限数の無作為に或いは準無作為に位置されるアパー
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チャ要素を配置するステップと、
　（ｂ）前記アパーチャ要素を正確に空間的に時間的に登録するステップと、
　（ｃ）１つ以上の高分解能焦点を合成するステップと、
　（ｄ）前記焦点を前記分散アパーチャのフレネル領域内に含めるステップと、
　を含む方法。
【請求項８４】
　前記焦点のうちの１つ以上の領域内で、前記分散アパーチャから、既存のＧＮＳＳ信号
と下位互換性がある信号をブロードキャストするステップを更に含む、請求項８３に記載
の方法。
【請求項８５】
　１つ以上の仮想衛星のブロードキャストを前記分散アパーチャを使用して焦点領域内で
電子的にエミュレートするステップと、ユーザ装置を用いて前記ブロードキャスト信号を
受信するステップと、前記ユーザ装置の位置を計算するステップとを更に備える、請求項
８３に記載の方法。
【請求項８６】
　前記仮想衛星が急速角度動作もエミュレートする、請求項８５に記載の方法。
【請求項８７】
　（ａ）前記各アパーチャ要素と関連付けられる個々の宇宙船を軌道保持して姿勢制御す
るステップと、
　（ｂ）前記宇宙船を基準軌道に対して操縦するステップと、
　（ｃ）前記アパーチャ要素における楕円形のガウス密度形態を命令するステップと、
を更に備える、請求項８３に記載の方法。
【請求項８８】
　搭載消耗品を必要としない前記軌道保持及び姿勢制御のための手段を使用するステップ
を更に含む、請求項８７に記載の方法。
【請求項８９】
　前記宇宙船を打ち上げて配備するステップを更に備え、前記宇宙船が平坦な積み重ねで
きるフォームファクタを有する、請求項８７に記載の方法。
【請求項９０】
　前記ビームフォーミングのために必要とされるデジタル計算を中央集中化させるステッ
プを更に含む、請求項８３に記載の方法。
【請求項９１】
　前記ビームフォーミングのために必要とされるデジタル計算を前記アパーチャ要素を伴
う個々の宇宙船間で分配するステップを更に含む、請求項９０に記載の方法。
【請求項９２】
　焦点領域内からの全ての既存のＧＮＳＳ信号を相殺的干渉によって消去するステップと
、１つ以上の新たな場合により誤った或いは誤解を招くスプーフィング信号を元の前記焦
点領域に加えるステップとを更に備える、請求項８３に記載の方法。
【請求項９３】
　焦点領域内のＷｉ－Ｆｉホットスポット、携帯電話、又は、フェムトセルをエミュレー
トするステップを更に含む、請求項８３に記載の方法。
【請求項９４】
　以下の信号諜報ステップ、すなわち、
　（ａ）焦点領域内の特定の携帯電話の位置を追跡するステップ、
　（ｂ）前記焦点領域内の特定の携帯電話の信号を監視するステップ、及び、
　（ｃ）前記焦点領域外の全ての他の携帯電話の信号を減衰させるステップ、
　のうちの１つ以上を同時に行なうステップを更に含む、請求項８３に記載の方法。
【請求項９５】
　目に見える空全体にわたって送受信するために使用できる焦点領域内に含まれる標的の
ためのバイスタティックレーダー及びマルチスタティックレーダーの両方を形成するステ
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ップを更に含む、請求項８３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　この出願は、２０１４年２月２６日に出願された米国仮特許出願第６１／９４４，７５
２号の利益を主張する。
【０００２】
　米国グローバル・ポジショニング・システム（ＧＰＳ）衛星コンステレーションは、グ
ローバル方式でのユーザに対する膨大で、良好な、提供する、信頼できる三次元リアルタ
イム測位である。使用のその幅は広大であり、そのため、軍事用途、民間用途、及び、商
業用途を包含する。他の国が彼ら自身の衛星コンステレーションを実施することによりＧ
ＰＳの成功をエミュレートしている。これらは、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳ、中国のＢｅｉ
ｄｏｕ、欧州のＧａｌｉｌｅｏ、並びに、局所的な日本のＱＺＳＳ及びインドのＩＲＮＳ
Ｓを含む。そのような衛星システムは、まとめて、グローバルナビゲーション衛星システ
ム（ＧＮＳＳ）として知られている。
【０００３】
　それにもかかわらず、ＧＮＳＳにより与えられる性能及び能力を大きく向上させるため
の技術的な機会が存在するという点において幾つかの問題が進歩を妨げる。これらの問題
は、（ｉ）輸送用途における精度及び完全性の急速取得、（ｉｉ）ＧＰＳの軍事的な利用
可能性、及び、（ｉｉｉ）無線周波数スペクトル密集に関連している。同時に、公共部門
及び民間部門の両方で投資利回りに関する圧力が増大している。また、懸案事項は、妨害
電波、スプーフィング、及び、位置の裏付けを含む干渉及び改ざんに対するＧＮＳＳの脆
弱性にも関連する。
【０００４】
　連邦航空局（ＦＡＡ）は、国の航空交通システムの変革をＮｅｘｔＧｅｎ、強調衛星ベ
ースナビゲーション、及び、放送型自動従属監視（ＡＤＳ－Ｂ）と呼ばれる新たなイニシ
アチブへと導いている。
【０００５】
　欧州及び他の国は同様の近代化に着手している。しかしながら、ＧＰＳにより航空機及
び全米航空システム（ＮＡＳ）に提供される能力の増大という膨大な利益にもかかわらず
、潜在的な弱点に関する幾つかの懸案事項、特に、干渉－意図的な或いは意図的でない－
に対する懸念が残存する。ＧＰＳの能力は特筆すべきであるが、システムは非常に低いブ
ロードキャスト出力を有する。空港ターミナル領域付近のＧＰＳバンドにおける１ワット
ジャマーでさえ大きな障害を引き起こし得る。また、スプーフィング及び改ざんの懸念も
ある。このシナリオにおいて、悪意のある当事者は、航空機が実際にある場所とは異なる
場所に航空機があるとコントローラに思わせるべく誤解を招きやすい信号を導入しようと
試み、それにより、場合によっては、人々及び／又は所有物に害を及ぼす。
【０００６】
　他の改ざん関連の懸案事項は、ＮＡＳにおける無人航空システム（ＵＡＳ）、特に商用
ＵＡＳに対する需要の増大である。軍用ＵＡＳは、軍用暗号化ＧＰＳブロードキャストを
使用する受信機器を伴うことができ、それにより、スプーフィングを防御する。商用ＵＡ
Ｓユーザは、そのような制御された機器を組み込む資格がなく、したがって、スプーフィ
ングを受け易い。航空機監視では、航空機がそれらの位置を第三者に確実に証明する必要
もある。更なる脆弱性がこれらの状況下で生じ得る。
【０００７】
　旧来の二次監視レーダー（ＳＳＲ）の段階的廃止によりＡＤＳ－Ｂを用いて意図されて
きた潜在的な費用節減の多くは、干渉に対する懸念に起因して数十年間にわたって実現し
ないかもしれない。運用経験及び信用を蓄積して旧来のナビゲーション支援を撤退させる
にはその長期間を要する場合がある。その一方で、ＦＡＡは、ＧＰＳとは無関係に測位す
るバックアップ手段を実施する代替位置・ナビゲーション・タイミング（ＡＰＮＴ）プロ
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グラムを推進している。残念ながら、旧来のＳＳＲシステム、新規なＧＰＳベースのＡＤ
Ｓ－Ｂシステム＋新規なバックアップＡＰＮＴシステムを伴うことに関連付けられるコス
トが大きくなる場合がある。
【０００８】
　ナビゲーション及び監視インフラのコストは、かなり大きく、一般的には航空ナビゲー
ションサービスプロバイダ（ＡＮＳＰ）－米国の場合にはＦＡＡ－によって負担される。
また、航空機所有者又はユーザによって支払われる航空機搭載アビオニクスのコストもか
なり大きい。新たな機能の投入コストは、それらの利点によって正当化されなければなら
ず、また、航空交通管理近代化には前進しようとする動機がない。これは特にレトロフィ
ットの場合に当てはまる。典型的な航空機稼働寿命が保守点検を伴って同じ初期の一組の
アビオニクスと共に３０年であれば、技術改革の時定数を長くすることができる。
【０００９】
　必要とされることは、意図的でない干渉、妨害電波、及び、スプーフィングに対する弾
力性を高めるＧＰＳ及びＧＮＳＳの新たな防御である。同様に必要とされるものは、干渉
放射体の場所を素早く突き止めてその干渉放射体を使用不能にするための手段である。航
空機は、干渉が起こっているときに干渉に対する防御を伴う必要があり、また、地上機能
は、任意の障害の継続時間を最小にするべく適時の態様で対応できる必要がある。更に、
新たな防御の組み入れは、理想的には、航空機アビオニクスの最小の変更で済むことが必
要である。そのような新たな防御は、もしあれば、アビオニクスハードウェアの取り換え
を殆ど行わずに済むようにすべきである。
【００１０】
　完全性は、測位システムが無害の情報を出力しているという測位システムの知識である
。航空にも有益なことは、衛星を使用して更に低い着陸最小値を得るために、より良く保
護される更に弾力的なＧＰＳに対して新たな精度及び完全性能力を適用することである。
ＦＡＡ広域補強システム（ＷＡＡＳ）は、最終的に航空機が２００ｆｔ決心高に至るまで
視認性に合わせて着陸できるようにするべく設計される。ＧＮＳＳ精度、完全性、及び、
干渉弾力性の向上は、自動着陸及びゼロ視認性の条件においてＧＮＳＳを使用できるよう
にし得る。最終結果は、世界中のより多くの空港において更に低いコストでより悪い気象
条件下でより安全に定時に到着できることである。
【００１１】
　また、知的自動車輸送もＧＮＳＳ機能性の向上の利益を享受し得る－特に、正確な位置
情報をやりとりするために車両間（Ｖ２Ｖ）データリンクと統合されるとき。事故回避用
途及びｗｈｅｒｅ－ｉｎ－ｌａｎｅ無人自動車用途において、センサは、信頼できるセン
チメートルレベルの位置情報を与える必要がある。カメラ、慣性測定ユニット（ＩＭＵ）
、ＲＡＤＡＲ、及び、ＬＩＤＡＲを含む位置センサは、様々な物理的原理に基づいている
。全てのセンサは、動作環境に関してその強度及び脆弱性を有する。実際のシステム統合
は、コストを意識していなければならず、また、全体的なロバスト解を得るためにセンサ
の多様性も使用すべきである。
【００１２】
　カメラは、低コストであるが、妨害、コンピュータベースの場面解釈におけるエラー、
並びに、霧、雨、及び、雪などの低視認性条件下での劣化に晒される。また、ＲＡＤＡＲ
も低コストであり全ての気象条件で動作するが、完全な状況認識を与えない。ＲＡＤＡＲ
は、その使用方向で視線を必要とし、また、他の車両又は障害物によって妨害される場合
がある。ＩＭＵ、特に微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）は、低コストにされ得るととも
に、優れた短期精度を与えることができる。しかしながら、ＩＭＵは、ドリフトに晒され
るとともに、独立した測位源によって連続的に較正されなければならない。ＬＩＤＡＲは
、包括的な状況認識を与えるが、当分の間は高価なままである。更に、ＬＩＤＡＲは、悪
い視認性条件下で劣化に晒される。最後に、上記測位センサは、一般に、完全性を得るた
めの固有の手段を有さない。
【００１３】
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　必要とされるものは、多様なセンサタイプの融合のための信頼できる手段、及び、数十
秒内のコールドスタートから作動状態に収束する内蔵セーフティ・オブ・ライフ（ｓａｆ
ｅｔｙ－ｏｆ－ｌｉｆｅ）クラス完全性を伴って悪い視認性及び無線周波数干渉を含む厳
しい環境条件下でＧＮＳＳをセンチメートルレベルまで確実に向上させるための手段であ
る。全ての候補自動車センサのうち、ＧＮＳＳだけが絶対位置精度、すなわち、地球固定
座標系に対する位置精度を与えることができる。精度及び完全性の両方を含むそのような
ロバスト性が高い測位能力は、リアルタイムマップメンテナンス及びＩＭＵ較正にとって
も有益である。
【００１４】
　軍部もＧＰＳ近代化に関係している。しかしながら、軍部は、一般に、大部分の任務に
関して精度要件又は完全性要件を有さない。しかしながら、軍部は、都市の谷間及び山の
多い状態を含む妨害条件下で利用可能性を高める必要性を有する。必要とされるものは、
ユーザがアクセスできる軍用空間ベースの測位・ナビゲーション・タイミング（ＰＮＴ）
測距源の数を増大させる費用効率が高い手段である。
【００１５】
　また、軍部は、ＧＰＳ信号電力を増大させようとする試みにおいて、かなり高いコスト
に直面している。地球中軌道（ＭＥＯ）で用いるために考えられた大直径の配備可能なア
ンテナは、製造が困難であり、高価である。必要とされるものは、コストが殆どかからな
い軍用空間ベースのＰＮＴのパワーを高める手法である。
【００１６】
　農業用途、測量用途、及び、海洋用途は、現在、グローバルなサブデシメートル精度ナ
ビゲーションのためにＧＰＳに対するＯｍｎｉＳＴＡＲ、ＳｔａｒＦｉｒｅ、及び、Ｖｅ
ｒｉｐｏｓなどの支援ネットワークを使用する。しかしながら、これらのシステムは、悪
いポジションフィックスを抑制するために完全性を与えるようになっていない。これらの
システムは、コールドスタートから収束するために４５分程度の長さも要し得る。また、
海洋ユーザは、特に動的プラットフォーム測位のような重要サービスにおいて、弾力的な
カバレッジも必要とする。必要とされるものは、始動時間を加速して、真のグローバルカ
バレッジへと拡張するとともに、弾力性のための新たな道を与える手段である。
【００１７】
　ＧＰＳ近代化は、第３の民生周波数の導入をもたらしてきた。第３の民生周波数の提案
者は、第３の民生周波数が電離圏推定と長いベースラインにわたる急速サイクル曖昧度分
解能とを可能にすることを主張する［引用文献１］。残念ながら、そのような手法は、欠
陥状態又は稀な正常状態の存在下で適切に劣化しないナビゲーションを含む問題をもたら
す。また、新たな周波数の導入は、ＧＰＳコンステレーション全体が使用できる前に数年
を要するように計画される。
【００１８】
　３つの従来の発明［引用文献２～４］は、精度性能の向上をもたらすためにＩｒｉｄｉ
ｕｍ及びＧｌｏｂａｌＳｔａｒを含む地球低軌道（ＬＥＯ）衛星のコンステレーションを
使用する。これらの発明は、技術を進歩させたが、それにもかかわらず、実際の実施での
試みにおいて実際的な障害を与えてきた。引用された出願が提出されて以来ほぼ２０年間
、出願人は、任意の使用できる或いは計画された実施形態を意識していない。
【００１９】
　請負業者Ｂｏｅｉｎｇ、Ｉｒｉｄｉｕｍ、Ｒｏｃｋｗｅｌｌ　Ｃｏｌｌｉｎｓ、及び、
Ｃｏｈｅｒｅｎｔ　Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎと協働する米国海軍は、軍事目的でＧＰＳ妨害
電波抵抗を高める手段としてＩｒｉｄｉｕｍを使用するシステム［引用文献５、６］を開
発してきた。このシステムは、Ｉｒｉｄｉｕｍコンステレーション及びコヒーレント検出
からの支援を用いて、通常のＧＰＳ受信器に適用可能な妨害電波抵抗を高める。干渉除去
のためのそのような手法は、特定の特別な用途にとって有益な場合があるが、より広い状
況において、そのような手法は、既存のＧＰＳシステム形態と一致しない出力レベルにお
いて新たなバンドで動作するために専用の新たなユーザ機器構成要素を必要とする。必要
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とされるものは、高精度、完全性、原価重視のＧＮＳＳ用途において干渉除去をもたらす
ための更に一層実用的な手段である。
【００２０】
　ＦＡＡ　ＷＡＡＳは、精密なアプローチ及び着陸のために数メートルの精度とセーフテ
ィ・オブ・ライフ完全性とを－最終的には２００ｆｔ決心高に至るまで計画的に－与える
。しかしながら、その形態は、干渉下ではうまくいかない。例えば、僅かな量の妨害電波
でさえＷＡＡＳの基盤であるデータメッセージを遮断し得る。このことは、警報及び微分
補正が利用できないことを意味する。また、干渉中にＧＮＳＳ測距測定値も劣化され或い
は失われる。必要とされることは、ハードウェア変更を最小限に抑えつつ民間輸送ユーザ
及び商用輸送ユーザのための実用的方法での干渉に対する弾力性の向上である。
【００２１】
　ＰＮＴではスペクトルが新たな問題である。最近の試みは、ＧＰＳ付近のバンドで広域
ネットワークを確立しようとしてきた。数千万のＧＰＳ受信器の設置基盤におけるフロン
トエンド無線周波数フィルタは、その隣接バンドで、提案された新たな計画よりもかなり
低くなると考えられる出力レベルをとる。現在の傾向は、用途の衝突回避を必要とするス
ペクトル管理の増大へ向かって進んでいる。特に、航空及び自動車などのセーフティ・オ
ブ・ライフ用途において、必要とされるものは、スペクトルに関して効率的であるととも
に隣接バンドで稼働する広帯域用途に関して劣化を伴わずに安全に共存できる宇宙ベース
のＰＮＴアーキテクチャへのタイムリーな技術的アプローチである。
【００２２】
　軍事的観点から、スポットビームを衛星に加える求められるＧＰＳへの拡張には資金が
供給されてこなかった。また、マスキングに起因して利用可能性を高めるべくＧＰＳ衛星
の数を現在の２４の要件から３０へ増大させることへのＤｏＤ関心が高まっている。必要
とされるものは、近い時期に手ごろな価格で実施され得る高いマスク角度視認性及び連続
的な局所高出力を含む新たな軍事的性能である。
【発明の概要】
【００２３】
　本発明は、干渉及び改ざんに対する費用効率が高い防御を伴って世界的ＧＮＳＳ性能の
向上をもたらす。ＧＮＳＳバンドでのブロードキャストは、一般にソフトウェア変更のみ
に基づいて既存のユーザ機器に適合する。データ及び正確な測距の信号の初期の用途は、
航空ナビゲーション及び監視、自動車事故回避、及び、ｗｈｅｒｅ－ｉｎ－ｌａｎｅ測位
を含む次世代の輸送可動性である。自動車に関して、要件としては、センチメートルレベ
ル精度、１ｍ警報限界のセーフティ・オブ・ライフ（ｓａｆｅｔｙ－ｏｆ－ｌｉｆｅ）完
全性、及び、単位暴露当たりの情報を誤った方向に有害に導く可能性の消失、並びに、数
十秒のコールドスタート取得時間が挙げられる。自動車自動操縦の時代を適切にもたらす
ためには、指針が完璧に信頼でき且つ普遍的でなければならない。高い完全性能力は、有
人宇宙船及び無人宇宙船の着艦誘導並びに編隊飛行を含む軍事用途にも適用される。軍事
用途においては、より高いマスク角度及びより高い出力での更なるＧＮＳＳ利用可能性も
与えられる。また、農業用途、測量用途、鉱業用途、及び、海洋用途を含む重機制御にお
いては、精度の急速な収束がもたらされる。
【００２４】
　解決策はキャリア位相及びコヒーレント検出に基づき、それにより、高い精度が与えら
れる。そのようなコヒーレント検出は、精度、完全性、及び、干渉除去のための基準とし
て利用される。本発明は、ＬＥＯコンステレーションを使用して、急速角度動作及び有利
なジオメトリを常にグローバルにユーザに与える。急速角度動作は、適合率を精度へと変
換して、セーフティ・オブ・ライフレベル完全性を達成するとともに、急速コールドスタ
ート収束を達成するのに役立つ。完全性は、大部分が受信器自律型完全性モニタリング（
ＲＡＩＭ）によって与えられる。本明細書中に記載されるキャリア位相精度、急速角度動
作、及び、実用的なシステムアーキテクチャの組み合わせは、ＲＡＩＭを性能の新たなレ
ベルへと持ち込む。
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【００２５】
　事故防止を高めることができるとともに無人自動車を可能にする、運輸省（ＤＯＴ）Ｉ
ＴＳウェブサイト上で報告される統計資料から、輸送システムの改善は、潜在的に、毎年
、数千もの生命を救うことができるとともに、何十億ガロンものガソリンを節約できる。
本発明は、そのナビゲーション精度及び完全性性能を低コストで提供する。本発明は狭バ
ンドキャリア位相のみを必要とするため、タイミング及び測距のためにコード拡散がもは
や明らかに必要とされない。したがって、ＧＮＳＳのために最小スペクトル帯域幅のみが
必要とされるにすぎない－理論的には、１００ｋＨｚ未満。民間ＧＮＳＳは、高出力広帯
域と共存することができ、それにより、有用なスペクトルに更にアクセスできるようにす
る。
【００２６】
　また、本発明は、パブリックキーインフラ（ＰＫＩ）及びネットワーク化原理をＬＥＯ
衛星に適用して、それらを任意の所定のＧＮＳＳコードと共に確実に使用できるようにす
る。同様の技術を民間目的で使用して、民間認証オーバーレイをＧＰＳに与えることがで
きる。本発明は、独立に検証され得るとともにＲＡＩＭ完全性ソリューションと照合され
得る信号にウォーターマーク及び特別なデータを導入する。そのようなオーバーレイは、
ほんの数年内で既存の航空受信器及び新たなＵＡＳ受信器が使用できるようになるために
厳格な閾値との包括的な照合をもたらすことができる。ＧＰＳコンステレーションの変更
は必要とされない。
【００２７】
　時間及び空間で登録される広帯域サンプリングのためのプラットフォームも与えること
により、本発明は、疑似放射体をジオロケートするための手段も提供する。したがって、
任意のシナリオがカバーされる。ユーザ機器は、動作が継続できるように干渉及びスプー
フィングにリアルタイムで打ち勝つべく機能する。その間に、本発明は、干渉源につなが
る情報を適時に与え、それにより、テイクダウン時間及び正常に戻る動作を速める。軍事
用途及び民間用途のいずれも実行可能である。本発明は任意の波形で動作する。急速角度
動作は、更には、そのサイクル曖昧度がさもなければサイクル曖昧度をもたらす狭バンド
放射体と協働する。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】システム全体の運用概念（ＣＯＮＯＰＳ）を示す。
【図２】ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星ペイロードアーキテクチャを示す。
【図３】衛星ペイロードにおける送信／受信モジュールを示す。
【図４】ペイロードベースバンド機能的アーキテクチャを示す。
【図５】スタンドアロン衛星の物理的形態を示す。
【図６】衛星基準形態の進展を示す。
【図７】物理的なＬＥＯブロードキャストジオメトリを示す。
【図８】ベースラインコンステレーションにより与えられる地球規模のカバレッジを示す
。
【図９】統合的ＧＮＳＳ－ＬＥＯジオメトリを示す。
【図１０】コンステレーションにおけるコード再使用の一例を示す。
【図１１】コンステレーション単一打ち上げ形態を示す。
【図１２】再接触を排除するようになっている複数の衛星の順序付けられた配備を描く。
【図１３】単一打ち上げ投入のために軌道面により段階的に行われる配備を示す。
【図１４】サービスデータ処理機能を示す。
【図１５】ユーザ機器ハードウェアを示す。
【図１６】受信器ナビゲーション処理アーキテクチャを示す。
【図１７】ユーザのための完全性の利用可能性を概算する例を示す。
【図１８】安全なスケーリングに完全性を与えるセンサ融合機能を示す。
【図１９】システムを用いて達成される干渉除去における改良を示す。
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【図２０】ＧＰＳに隣接する広帯域スペクトルを示す。
【図２１】システムの民間輸送システムを示す。
【図２２】単一周波数衛星と探査車両とを伴うシステムの統合を示す。
【図２３】特定の衛星における車道に沿って投影される推定された局所的な電離圏及び対
流圏の投影の一例を示す。
【図２４】非干渉解析との関連で信号形態を示す。
【図２５】ＧＮＳＳに対する民生信号認証オーバーレイを示す。
【図２６】ユーザ位置の裏付けのための動作の概念を示す。
【図２７ａ】図２７ａは、位置の裏付けのためのサポート構成要素を示す。
【図２７ｂ】図２７ｂは、位置の裏付けのためのサポート構成要素を示す。
【図２７ｃ】図２７ｃは、位置の裏付けのためのサポート構成要素を示す。
【図２８】未較正クロックをどのように正確な測位に適用できるのかを示す。
【図２９】街路レベルスードライトを使用する都市動作への拡張を示す。
【図３０】上側に持ち上げられたスードライトを使用する都市動作への拡張を示す。
【図３１】アンチジャム動作及び高仰角動作への軍事的適用のための物理的形態を示す。
【図３２】軍事用アンチジャムのための動作の概念を示す。
【図３３】電力増幅器及びその関連する熱管理を示す。
【図３４】統合された宇宙船給電サブシステム及び熱サブシステムの側面図を示す。
【図３５】高出力宇宙船の概念的な形態を示す。
【図３６】急速取得精度及び完全性における動作の概念を示す。
【図３７】動作の放射体ジオロケーション概念を示す。
【図３８】放射体ジオロケーションジオメトリを示す。
【図３９】Ｋバンド水蒸気吸収線を示す。
【図４０】クロスリンク掩蔽ジオメトリを示す。
【図４１】ネットワークの物理的表示の時間的進展を示す。
【図４２】最初のエポックにおけるネットワークの物理的表示を示す。
【図４３】その後のエポックにおけるネットワークの物理的表示を示す。
【図４４】単一の衛星に関する動作タイムラインを示す。
【図４５】局所的な分散アパーチャ形態を示す。
【図４６】グローバルな分散アパーチャ形態を示す。
【図４７】分散アパーチャからの高分解能アンテナパターンの一例を示す。
【図４８】分散アパーチャ衛星要素を示す。
【図４９】宇宙船運動量管理のためのモードを示す。
【図５０】太陽光圧から得られる宇宙船並進モードを示す。
【図５１】分散アパーチャにおける配備形態を示す。
【図５２】先進ペイロードのための半導体モジュール定義を示す。
【図５３】宇宙船レベルデジタルルーティング及びビームフォーミングを示す。
【図５４】中央集中化されたビームフォーミング形態を示す。
【図５５】ハブ宇宙船デジタルルーティング及びビームフォーミングを示す。
【図５６】分散ビームフォーミング形態を示す。
【図５７】コンステレーション取引空間を示す。
【図５８】分散アパーチャを使用する先進的なスプーフィングシナリオを示す。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　本発明の目的は、特に、既存のユーザ機器の使用を可能にしなければ設置基盤のグレー
ドアップが不可能なときにその既存のユーザ機器の使用を可能にしつつ、－干渉、妨害電
波、スプーフィング、及び、他の改ざんの下であっても－高性能なグローバルに拡張可能
なＰＮＴを提供するとともに、低コストへ向けて更に突進することである。伝統的に、よ
り高い電力干渉への応答は、より高い電力信号である。急速角度動作及びキャリア位相の
コヒーレント精度は、性能向上のための基礎を成す物理的基盤を与える。本発明の目的は
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、新たな情報、ネットワーク、グローバル機動性、及び、先進的信号処理を適用して、手
ごろな利用可能性、保証、及び、弾力性の向上を達成することである。
【００３０】
　グローバルアーキテクチャ
　図１に描かれる動作の全体のシステム概念は、故障、干渉、及び、攻撃に対してロバス
ト性が高い分散型のネットワーク化されたシステムである。好ましい実施形態では、各衛
星が単一ストリング冗長性を使用する。ＧＮＳＳ衛星を増大させると、アーキテクチャは
、複数の低コストの衛星及びスードライトのタイミング・測距ソース、クロスリンク、フ
ィーダリンク、及び、地上処理センターを加える。
【００３１】
　図１では、ＧＮＳＳ衛星が正常にブロードキャストする。一般に、電離圏は、ナビゲー
ションのための情報を有害的に誤った方向に導く可能性及びエラーの主要なエラー成分で
ある。好ましい実施形態は、電離圏エラーを排除する或いは減少させるとともに、必要と
される地上局の数を最小限に抑えるためにデュアルバンドを使用する。更に、既存のＧＮ
ＳＳバンドが使用される。アーキテクチャは、ハードウェア変更を殆ど伴わない或いは全
く伴わない既存の計画的なユーザ機器と、セーフティ・オブ・ライフ（ｓａｆｅｔｙ－ｏ
ｆ－ｌｉｆｅ）スペクトルのための既存のＩＴＵ保護とを利用する。それらのタイミング
・測距信号ブロードキャストは、世界中の地上局のネットワークを使用して較正される。
これらの生の測定値は１つ以上のオペレーションセンターへ伝えられる。コンステレーシ
ョンのＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星は、ユーザ及びモニターネットワークのため
のタイミング・測距ブロードキャストを世界中にブロードキャストする。ＳｕｒｅＰｏｉ
ｎｔ（商標）衛星は、天頂実装アンテナを介してＧＮＳＳ信号を受信するとともに、ペイ
ロードデータバックホールを介して測定値をオペレーションセンターへ伝える。ＴＴ＆Ｃ
と他のペイロードデータ及びコマンドとが、この同じバックホールとオペレーションセン
ターに接続されるアースターミナル（ＥＴ）とを介して伝えられる。クロスリンクは、Ｇ
ＮＳＳに依存しない互いを考慮してＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星の任意の所定の対間
の２方向タイミング・測距測定値を与える。オペレーションセンターは、ＧＮＳＳ及びＬ
ＥＯ衛星軌道を推定して、ワイプオフ目的でＧＮＳＳデータをクロッキングするとともに
、地上セグメント及び宇宙セグメントの完全性を監視する。オペレーションセンター情報
は、商用無線ネットワークを含む１つ以上の地上ブロードキャスト経路を介したバックア
ップ手段を伴う主要な手段としてペイロードデータバックホールを介してＰＮＴ　ＬＥＯ
データブロードキャストを使用してユーザへ中継される。自走スードライトは、特に市街
地で付加的なフィルインカバレッジを与える。宇宙空間内の信号は、ＲＡＩＭ完全性を含
めて、ロバスト性が高い高性能ユーザ測位のための全体的な手段を与える。システムアー
キテクチャは、干渉又はスプーフィングの存在下でユーザ機器が動作を継続できるように
する。
【００３２】
　正確な軌道決定は、継続的な連続プロセスである。予測が常に利用できる。オブザーバ
ブル及びデータは、電離圏でない以下のソース、コード、及び、キャリアオブザーバブル
、すなわち、ＧＮＳＳの天頂アンテナ測定値、天底ミッションアンテナからの地上局測定
値、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星の対間の２方向クロスリンク、及び、アースターミ
ナルを介して送受信されるデータバックホールのうちの１つ以上から生じる。
【００３３】
　ＧＮＳＳが世界中で利用できない場合、クロスリンク及びダウンリンクは、軌道を予測
するための十分な可観測性を与える。好ましい実施形態において、システムは、干渉又は
他の利用不可能性が新たな軌道決定オブザーバブルの到達を一時的に抑制する動作領域を
横切る軌道を予測することもできる。
【００３４】
　軌道決定に関して先に挙げられたオブザーバブルの同じ組からのリアルタイムな更新は
、宇宙船クロックをリアルタイムで較正することにも適用できる。しかしながら、軌道決
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定の場合とは異なり、本発明の目的は、（ｉ）衛星に原子時計を伴うことなく、及び、（
ｉｉ）リアルタイムな較正を全く伴うことなく動作できることである。干渉又は他の利用
不可能性がダウンリンク及び／又はデータリンクの任意の組み合わせを停止させる或いは
さもなければＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星を孤立させる場合には、衛星上の送信器が
機能し続けて干渉対信号カットオフ閾値に至るまでタイミング及び測距をユーザに与える
。
【００３５】
　本発明の目的は、ユーザ付近の地上局の高密度メッシュを必要とするのではなく、まば
らなグローバル地上局ネットワークカバレッジのみを使用することである。各地上局は、
信頼できる地上データリンクを介して疑似距離コード及びキャリアオブザーバブルをサー
ビスデータプロセッサへ送る。好ましい実施形態において、幾つかの地上局は、ＧＰＳが
失われる場合であっても万国標準時（ＵＳＮＯ）に対する基準を維持するためにアメリカ
海軍天文台（ＵＳＮＯ）マスタークロックからの直接的なハードラインフィードを有する
。
【００３６】
　好ましい実施形態では、故障の場合に冗長性を与えるべくネットワーク上に分散された
複数のサービスデータプロセッサが存在する。原理上、サービスデータプロセッサを宇宙
空間内に位置することもでき、場合により、サービスデータプロセッサをＳｕｒｅＰｏｉ
ｎｔ（商標）タイミング・測距衛星の同一場所に配置できる。
【００３７】
　また、ネットワークは、例えばＧＰＳ　Ｃ／Ａコードのための波形の一部に関してワイ
プオフデータビットを生成する必要もある。波形と無線ブロードキャストを介して配信さ
れる入力ワイプオフビットとを混合させると、持続的統合のための純粋なキャリアがもた
らされる。キャリア再構成は、データレスパイロット成分を運ぶ現代的な信号に関して簡
略化される。好ましい実施形態において、データビットのライブストリーミングの組み合
わせは、ＧＰＳデータストリーム中の既知の反復特性を利用する予測実施と組み合わされ
る。
【００３８】
　衛星及びコンステレーション形態
　図２は、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星ペイロードアーキテクチャを示す。ＡＲＭな
どの中央プロセッサが搭載機能を調整する。Ｘｉｌｉｎｘ　４　ＳＸ５５などのＦＰＧＡ
では信号処理が行われる。全ての信号がマスターオシレータに同期される。直角位相シフ
トキー（ＱＰＳＫ）変調器を介してブロードキャストが行われる。同等のＧＮＳＳ信号定
義によって指定されるのと同じ地上受信電力をエミュレートするために電力が制御される
。天底ｒ．ｆ．ブロードキャストレベルは、一般に、任意の所定のＧＮＳＳバンドにおい
て１ワット程度である。好ましい実施形態において、ＧＮＳＳ信号は、少なくともＧＰＳ
バンドＬ１、Ｌ２、Ｌ５及びガリレオバンドＥ１、Ｅ５をカバーする。任意のＧＮＳＳか
らの更なる信号がサポートされてもよい。ブロードキャスト及び放射体定位の両方のため
に使用される天底ペイロードアンテナに関しては一組のネストされたイソフラックス４線
巻ヘリックスアンテナが使用される。Ａ／Ｄコンバータは、アップリンク信号をデジタル
プロセッサに結合する。ＧＰＳ受信器は、マスターオシレータに同期されるハードウェア
及びソフトウェアである。
【００３９】
　ナビゲーションペイロードブロードキャストの有効化が地球の領域によってスケジュー
リングされ、それにより、衛星でかなりの電力が節約される。例えば、ＳｕｒｅＰｏｉｎ
ｔ（商標）衛星は、ＧＰＳのような民生信号又は商用信号を米国及びその沿岸にわたって
ブロードキャストすることができ、ガリレオをヨーロッパ及びその沿岸にわたってブロー
ドキャストすることができ、及び、米国軍用信号を紛争領域にわたってブロードキャスト
することができる。
【００４０】
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　フイーダリンクバックホール及びクロスリンクはＫバンドで動作する。フィーダリンク
、クロスリンク、及び、ペイロードダウンリンクをサポートするためにソフトウェアルー
タが中央プロセッサに実装される。
【００４１】
　衛星ペイロードのための送信／受信モジュールが図３に示される。位相及び電力の制御
を行なうことにより、ペイロードアンテナ、フィーダリンクアンテナ、及び、クロスリン
クアンテナを必要に応じて成形ビームフェーズドアレイとして構成することができる。
【００４２】
　図４におけるペイロードベースバンド機能的アーキテクチャは、ＦＰＧＡにおける信号
処理の実施を示す。ペイロードマスタークロックは、宇宙船のためのデジタル時間を最も
近い基準クロックエッジに維持する。１秒当たりのＧＰＳ受信器パルスハードウェア出力
に基づき、ペイロードクロックをＧＰＳ受信器クロックと合わせることもできる。送信処
理機能は、疑似ランダムノイズコード発生器及びデータバッファを使用して、ペイロード
ダウンリンク、フィーダリンク、及び、クロスリンクのためのタイミング、測距、及び、
データブロードキャスト信号を構成する。受信トラッキング・復調機能は、入ってくるフ
ィーダリンク信号及びクロスリンク信号を、受信データストリーム及びタイミング・測距
コード及びキャリア位相オブザーバブルへと変換する。中央プロセッサは、相関器チャネ
ル数値制御オシレータを操縦してトラッキングループを閉じる。放射体定位用途に関して
、受信サンプリング機能は、前処理、例えばノッチングや、バンド制限を含む圧縮などを
行なう。
【００４３】
　図５はスタンドアロン衛星の物理的形態を示す。このプロトタイプは１０ｋｇを下回る
推定質量を有し、それにより、ナノ衛星の定義に適合する。ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）
衛星の小さいフットプリントは、ユーザにより受信した信号電力に関し、ＧＰＳのそれと
一致するように、それぞれのブロードキャスト信号ごとに約１ｒ．ｆ．ワットだけで済む
。示されるバスは、１０×１０×５０ｃｍである５Ｕフォームファクタである。半球天頂
アンテナが天底イソフラックスミッションアンテナと共に示される。衛星の垂直なフォー
ムファクタは、バックアップとしての受動重力傾斜姿勢安定化と一致し、この場合、主と
して能動的な３軸制御が使用される。軌道投入及び軌道保持のためにトラック方向に沿っ
て点火する電気推進スラスタが示される。
【００４４】
　衛星基準形態の進展が図６に示される。左上のコンパクトな４線巻ヘリックスは、単純
な狭いフットプリントをもたらす。位相に応じて、左下に示されるアレイは、イソフラッ
クスパターンに近づくために或いはさもなければ別個のビームを形成するために複数のコ
ンパクトなアンテナを使用する。右上においては、４線巻ヘリックスが幅広いフットプリ
ントイソフラックスパターンを形成する。また、アンテナを異なるバンドでネスト化する
こともできる。１．５巻き及び１０の長さ対直径比を使用すると、このアンテナは、２ｄ
Ｂよりもかなり良好な軸比を伴って、６ｄＢのバンド内で均一なＬＥＯイソフラックスを
５度にまで至る全ての仰角にわたって与えることができ、それにより、ＦＡＡ　ＷＡＡＳ
受信信号電力要件［引用文献７］を満たす。右下においては、パッチアンテナのアレイが
軍用の高出力及び高仰角用途に適した指向性ビームを形成する。Ｔ／Ｒモジュール、アッ
プ／ダウンコンバータ、ＡＤＣ、及び、ＤＡＣのためのカスタムＭＭＩＣの使用は、各衛
星のサイズ及びコストをかなり減少させる。
【００４５】
　図７は、物理的なＬＥＯブロードキャストジオメトリを示す。衛星サイズが誇張されつ
つ、軌道が原寸に比例して示される。マゼンタ軌道は、一度に視野に入る少なくとも２つ
のＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星を名目上与えるベースライン配備の例を描く。シアン
軌道は、スロットの偶発的な機能障害時に付加的なマージンにおいて一度に視野に入る少
なくとも３つのＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星を与える拡張された両極間のカバレッジ
を描く。
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【００４６】
　図８は、ベースラインコンステレーションにより与えられる地球規模のカバレッジを示
す。マゼンタ軌道は、８つの平面を伴うウォーカー形態である。３つのＳｕｒｅＰｏｉｎ
ｔ（商標）衛星を含むポジションフィックスも示される。
【００４７】
　図９は統合的ＧＮＳＳ－ＬＥＯジオメトリを示す。
【００４８】
　図１０は、コンステレーションにおけるコード再使用の一例を示す。そのような再使用
は、高い相互相関とコンステレーション内の全ての数の送信器をカバーするために利用で
きる限られた数の所定の割り当てとの両方を有するＧＰＳ　Ｃ／Ａコードにおいて特に必
要である。効率的な使用は、新たなＰＮＴコンステレーションによって行われなければな
らない。ＰＲＮは、経時的に全ての想定し得るコンステレーションジオメトリに関してそ
れ自体と隣接する軌道位置を占めることができない。図は、これを達成できる方法の一例
を、大部分の緯度で少なくとも２つの衛星がユーザの視野に入る場合に、８個の軌道面を
有するウォーカー形態に関して示す。この場合、全ての時間位相において１６個の固有の
ＰＲＮコードのみを要すれば済むようにウォーカー形態を成すことができる。重なり合う
或いは隣り合うフットプリントにおいてはＰＲＮコードが使用されず、また、ＰＲＮコー
ドが再使用されるときには空間的な最大の分離が存在しない。
【００４９】
　投入、メンテナンス、及び、冗長性
　ＭＥＯにおいて、衛星軌道面変更は非現実的である。原理上、所定の傾きを成すＬＥＯ
衛星は、任意の赤経へ向けて打ち上げられた後、ノード退行を使用して任意の他の軌道面
へと歳差運動され得る。軌道面の変更は、歳差運動が投入シーケンスの一部にされれば、
打ち上げ時には特に安価となり得る。スケールメリットのため、多数の小型衛星が同じ打
ち上げ機を共有できる。その後、各衛星をどれくらい長くドリフトさせることができるの
かに基づき、各衛星を個別に任意の軌道面及びスロットの対象にすることができる。急速
なドリフトは、記憶軌道では見逃されるため、はっきりしない可能性がある。衛星が運転
軌道に入った時点で、その衛星の他の軌道面への更なるドリフトは、依然として、推進剤
使用と故障に対処する時間とを対比して使い分けるオプションである。１つのスロットか
ら隣のスロットへのそのような容易なアクセスは、単一ストリング節約策を可能にする。
ＬＥＯ衛星は、ほぼ任意の衛星障害を数日内でなくすことができる能力を与える。一方、
ユーザは故障に殆ど気づかない。これは、少なくとも衛星が非常に急速に通り過ぎるから
であり、また、せいぜい、それらの短いＬＥＯ通過の予測可能性によってユーザがその周
囲の利用可能性を計画できるからである。ドリフトに基づく投入は、打ち上げ機オプショ
ンの全体の範囲を広げる。図１１及び図１２は、コストを下げて、打ち上げ機のこの機に
便乗した利用可能性を生かすべく、衛星をグループを成して、場合によりコンステレーシ
ョン全体を一挙に打ち上げることができる方法を示す。単一のミディアムリフトブースタ
ー打ち上げ機は、質量及び体積のマージンをもたらす。複数の衛星の順序付けられた配備
は再接触を不可能にする。
【００５０】
　好ましい実施形態は、投入、軌道保持、再構成、及び、軌道離脱を含むライフサイクル
全体にわたって電気推進を使用する。打ち上げ機投入が行われた時点では、低い推力で軌
道を構成するための時間、したがって、高い効率をうまく生かす時間がある。エレクトロ
スプレースラスタは、高い比推力を有して、最小のサイズ、重量、及び、電力（ＳＷａＰ
）を必要とし、一般に小型衛星で見出される低いＤＣ入力電圧で動作するとともに、取り
扱いが容易な液状形態のコンパクトな推進剤を与え、また、ナビゲーションミッション機
能への支障を最小限に抑えるための精密な操縦策を与える。
【００５１】
　図１３は、単一打ち上げ配備シーケンスを示す。見えているフレームは、数か月にわた
る時の経過であり、この場合、観察者の赤経は、稼働コンステレーションの基準昇交点の
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ーションの基準昇交点に対して固定される。シアンで示される投入軌道は、稼働コンステ
レーションに対して一定のノード歳差運動速度でドリフトする。１軌道面ずつ、搭載スラ
スタは、一群の衛星を稼働している高度及び位相まで上昇させるために点火する。このフ
レームでは、稼働軌道面が静止しているように見える。投入軌道がその歳差運動を完了す
ると、衛星の最後のグループの軌道が上昇され、配備が完了する。
【００５２】
　同様の態様で、複数の打ち上げは、単一の軌道面又は少数の隣り合う軌道面のグループ
を投入できる。
【００５３】
　キャリア位相タイミング及び測距フレームワーク
　以下の処理は、衛星軌道・クロック推定及びユーザ位置・クロック推定を扱う。
【００５４】
　図１４はサービスデータ処理機能を示す。システムオブザーバブルは、軌道推定器、ク
ロック推定器、及び、完全性モニタへとルーティングされる。軌道推定器は、サブデシメ
ートルレベル解に対して効果的に連続した予測的先読みを与えるようになっている。クロ
ック推定器は、それらの一部又は全部が干渉に起因して利用できない場合がある十分なシ
ステムオブザーバブルの利用可能性に応じて動作するとともに、完全な状態推定が想定し
得ない程度まで予測を行なう。サービスデータアグレゲータは、システムハウスキーピン
グデータ及びＧＮＳＳデータビットワイプオフ情報と共に解をまとめ、それを、直接的な
衛星ブロードキャスト及び地上データリンクを含む利用可能なデータリンク経路を介して
ユーザへとルーティングする。完全性モニタは、生のオブザーバブル及び解を連続的に構
文分析して、不一致にフラグをたてる。警報もユーザへルーティングされる。地上セグメ
ント及び宇宙セグメントのハウスキーピング機能をサポートするために軌道解がバックホ
ールを介してルーティングされる。放射体定位機能も示される。天底ミッションアンテナ
により取得されるサンプルは、時間的及び空間的に登録された後、相互相関に基づくＴＤ
ＯＡ／ＦＤＯＡ放射体定位処理ブロックへルーティングされる。包括的なグローバル放射
体は、探査車両が使用される程度まで全てのデータに基づいて動作する。電離圏及び対流
圏推定値がユーザへルーティングされる。道路高さ及びマッピング更新を含む包括的な解
がオフラインで蓄積される。
【００５５】
　衛星及びユーザの両方に適用できる、回転地球固定基準座標系におけるナビゲーション
方程式は以下の通りである。
【数１】

【００５６】
　ここで、ｃは光の速度であり、ｔ’iは、ｉ番目の送信器信号がｊ番目の受信器により
受信された時間であり、ｔは、信号が送信器によりブロードキャストされる時間であり、
ｒjはｊ番目の受信器位置であり、Ωeは地球回転ベクトルであり、ｒiはｉ番目の送信器
の位置であり、これらは全て地球固定基準座標系で与えられる。高次の項を無視すると、
以下のようになる。
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【００５７】
　当分野において良く知られるように、送信器から受信器までの疑似距離は、以下のよう
に、光の真空媒体速度の距離と送信器及び受信器のクロックオフセットとの和によって与
えられる。
【数３】

【００５８】
　ここで、δtjは送信器クロックバイアスであり、δtiは受信器クロックバイアスである
。実用的な実施では、以下のように測定エラーを含み得る。
【数４】

【００５９】
　ここで、δρij

ionoは電離圏エラーであり、δρij
tropoは対流圏エラーであり、ｂji

は、キャリア位相疑似距離測定値に適用できるキャリア位相サイクル曖昧度エラーであり
、δρij

multipathはマルチパスエラーであり、ｎij（ｔ）は、それぞれのチャネルごと
の熱雑音及び干渉である。
【００６０】
　我々は、送信器及び受信器の位置のおおよその推定値をそれぞれ
【数５】

及び
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と仮定して、小さい項を無視するとともに、その近似値付近の位置の摂動について解く。
結果として生じる残差疑似距離は以下によって与えられる。
【数７】

【００６１】
　ここで、

【数８】

は、各送信器から受信器へ向かう単位ベクトルであり、また、δｒは位置推定エラーであ
る。例えば、その摂動がデカルト初期位置及び速度の関数である軌道モデル、及び、その
摂動がデカルト位置及び速度バイアス、並びに、姿勢バイアス、加速度計バイアス、及び
、ジャイロバイアスの関数である慣性測定単位モデルも含めて、より精緻化され先験的位
置モデルを使用することもできる。一般的なケースでは、質量中心又は任意の他の基準点
により規定されるユーザ位置又は衛星車両位置ｒreferenceを、車両姿勢ｑの関数として
の３×３正規直交回転行列Ａ（この例では、四元数表示によってパラメータ化される）に
よって、アンテナ位相中心位置ｒantennaに対してマッピングするために、レバーアーム
補正ベクトルｂが使用される。

【数９】

【００６２】
　１／ｆ2電離圏エラー依存性が与えられると、二重周波又は多周波測定は、バンド間の
観測方程式をスケーリングして差別化することによって電離圏のないオブザーバブルを構
成できるようにする。Ｋａバンドなどの高い十分な周波数のクロスリンクの場合には、単
一周波数又は周波数ウインドウを使用して電離圏エラーを抑制することができる。キャリ
ア位相測定の場合、この処理のための単純化した仮定は、マルチパスが小さい或いは少な
くとも測定ノイズと同等であることである。実際には、当業者は、ガウス・マルコフモデ
ルを含めて、性能を最大にするべくマルチパスに関して様々な処理を施すことができる。
【００６３】
　衛星軌道及びクロック推定
　ユーザ測位を行なう前に、ＧＰＳ及びＬＥＯ宇宙船軌道を確立することが重要である。
ＩＧＳネットワークなどのＧＰＳ受信器の地上ネットワークは、正確なＧＰＳ軌道及びク
ロックの解を確立できる。これらのＧＰＳ解は、ＬＥＯ宇宙船によって取得されるＧＰＳ
からの生の疑似距離測定値と組み合わされ得る。この場合、簡略化された形式の観測方程
式が以下のように与えられる。
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【数１０】

【００６４】
　ここで、ｎダッシュ表記は、電離圏のないオブザーバブル構成によりもたらされる僅か
にノイズがある測定値を示すために採用され、また、各オブザーバブルは、ＧＰＳ衛星ｉ
からＬＥＯ衛星ｊへ与えられる。一般に、複数のＧＰＳ衛星間の観測の時系列は、収集さ
れた後、位置オフセット及びバイアスについて解くために使用される。それぞれの連続す
る解は、改良された軌道推定値

【数１１】

に収束まで繰り返して知らせる。
【００６５】
　一般に、ＬＥＯ衛星軌道を決定するためのＧＰＳ単独の使用は、十分ではない。例えば
、ＧＰＳバンドにおける妨害電波は、ＬＥＯ衛星によるＧＰＳ信号の適切な受信を妨げる
場合がある。しかしながら、より規則正しい基準に基づき、ＬＥＯ衛星がＧＰＳバンドで
送信しているときには、ＧＰＳバンドで同時に受信することは一般に実用的ではない。こ
れらの場合には、バンド外のクロスリンクがＬＥＯ衛星ブロードキャストの地上でのダウ
ンリンク測距と組み合わされる。このとき、クロスリンクの観測方程式は以下のようにな
る。
【数１２】

【００６６】
　この場合、それぞれのオブザーバブルは衛星ｉから衛星ｊへ与えられる。好ましい実施
形態では、クロスリンクも双方向モードで動作され、それにより、可観測性を向上させる
ことができる。しかしながら、クロスリンクそれら自体によりクロスリンク測定は、ＬＥ
Ｏ衛星及びクロックを完全に特徴付けるのに十分ではない。ＬＥＯ送信器ダウンリンクの
地上測定が以下のようにオブザーバブルに加えられる。
【数１３】

【００６７】
　この場合、それぞれのオブザーバブルはＬＥＯ衛星ｉから地上基準局ｊへ与えられる。
地上測定に関して、我々は、別個の原子標準によって或いは地上基準サイトでのＧＰＳ衛
星の同時モニタリングによって受信器クロック及び対流圏が良く知られていると仮定する
。したがって、電離圏のない地上ダウンリンクオブザーバブルが以下により与えられる。

【数１４】

【００６８】
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　任意の所定のエポックｔkにわたって、ＧＰＳ衛星、クロスリンク、及び、複数のＬＥ
Ｏ衛星のためのダウンリンクにおける同時オブザーバブルが収集されて以下の観測行列へ
と組み合わされる。
【数１５】

【００６９】
　この場合、構成の目的は、ＬＥＯ衛星の隣り合う対、すなわち、ｉ及びｊの軌道及びク
ロックについて解くこと、並びに、ＬＥＯ衛星ｉへ向かうＧＰＳ測距リンクのバイアスｂ

GPS-LEOiのベクトル、ＬＥＯ衛星の対間の双方向クロスリンクバイアスｂLEOi-LEOj、ｂL

EOj-LEOi、及び、地上基準ネットワークへ向かうそれぞれのＬＥＯ衛星からのバイアスｂ

LEOi-Ref、ｂＬLEOj-Refの２つのベクトルについて解くことである。積層ベクトルｎ’は
、検出前区間にわたる連続ノイズをそれぞれの残差キャリア位相疑似距離における測定ノ
イズに離散化する。
【００７０】
　一般に、高い完全性をもって未知数について解くために観測方程式の時間履歴が必要と
される。以下の簡単な表記は、先の行列方程式を簡潔にする。
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【数１６】

【００７１】
　この場合、１行列は、適切な符号をもつ行列のｎ×１ベクトルのための短縮表記であり
、Ｒ行列は、単位ベクトルのスタックであり、Ｉ行列は単位行列である。クロスリンクの
場合には、単位行列が適切なゼロ空間を伴って拡張されてしまっている。一般に、多くの
ＬＥＯ衛星のクロック及び軌道が同時に推定されてもよい。このとき、単一エポックから
の観測行列は以下の構造を成す。

【数１７】

【００７２】
　好ましい実施形態において、オブザーバブル構造は、ＬＥＯ送信器自体からのものを含
む妨害電波及び干渉に対してロバスト性が高い。この例において、ＬＥＯ衛星２、３から
の送信器は、所定のエポックでＧＰＳの受信を妨げる。軌道解は、ＧＰＳ、クロスリンク
、及び、ダウンリンクオブザーバブルの組み合わせを用いて長い区間にわたって推定する
ことができ、この場合、ゆっくりと変化する軌道成分と一定のバイアス成分とを新たなダ
ッシュ記号付きの測定値に関して観測方程式の左辺に組み入れることができ、それにより
、より急速に変化するクロック成分が以下のように推定される。
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【数１８】

【００７３】
　この例において、ＧＰＳは、ＬＥＯ衛星１のためのクロック解を較正することに寄与し
、地上基準ネットワークは、ＬＥＯ衛星３のためのクロック解を較正することに寄与し、
一方、３つのＬＥＯ衛星の３つの対間のクロスリンクは、３つの衛星のためのクロック解
を互いに結び付けて、集合体のための最適なクロック推定値を与える。
【００７４】
　簡単な形式では、軌道及びクロック観測方程式が以下のように書かれてもよい。
【数１９】

【００７５】
　ここで、Δρkは、ＧＰＳオブザーバブル、クロスリンクオブザーバブル、及び、ダウ
ンリンクオブザーバブルの各ＬＥＯ衛星における残差疑似距離測定値のベクトルであり、
１clockはクロック行列の連結であり、Ｒk

Tは、衛星単位ベクトルの連結であり、Ｉbias

は、疑似距離バイアス単位行列の連結であり、ｃδｔkは、各エポックにおけるＬＥＯ衛
星クロックバイアス解のベクトルであり、δｒLEOは、各ＬＥＯ衛星における軌道エラー
推定値のベクトルであり、ｂは、ＧＰＳバイアス、クロスリンクバイアス、及び、ダウン
リンクバイアスのベクトルである。観測行列を以下のようにｋ個のエポックにわたって積
み重ねることができる。
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【数２０】

【００７６】
　方程式のこの組は、最小二乗法を使用して、上昇～現在の区間にわたって解くことがで
きる。実際に、全ての行列要素が書き込まれるとは限らない。行列からの適切な削除は、
利用できないオブザーバブルをもたらし、或いは、様々なタイミング・測距リンクを視野
内及び視野外に至らせる衛星ジオメトリをもたらす。好ましい実施形態では、観測方程式
のカルマンフィルタ実装が正確なクロックモデル及び軌道モデルと組み合わされる。好ま
しい実施形態においては、推定も、適切なコード位相マルチパスモデルを伴うコード位相
ベースの推定によって増強される。
【００７７】
　解の完全性は、ＲＡＩＭを使用して評価され得る。単一の衛星における残差検定統計量
Ｑが以下のように形成される。
【数２１】

【００７８】
　好ましい実施形態は、複数のエポックにわたって全ての衛星及び関連する推定パラメー
タを同時に含むように解及び検定統計量を拡大する。
【００７９】
　ユーザ位置推定
　図１５はユーザ機器ハードウェアを示す。デュアルバンドフロントエンドは、電離圏エ



(33) JP 2017-511885 A 2017.4.27

10

20

30

40

50

ラーがないタイミング・測距測定を可能にする。オシレータは、装置全体に座標タイミン
グを与えるローカルオシレータ合成器を駆動させる。ｒ．ｆ．信号がサンプリングを通じ
て直接的にベースバンドへダウンコンバートされる。ヒルベルト変換は、相関器のための
複合ベースバンドサンプルのストリームをもたらす。
【００８０】
　図１６は、受信器ナビゲーション処理アーキテクチャを示す。状態は、ベクトル位置、
速度、姿勢、ユーザクロック時間及びクロックレート、加速度バイアス、ジャイロバイア
ス、天頂対流圏、及び、視野内の各ＧＮＳＳ衛星及びＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星に
おけるクロック及びクロックレートタームとして規定される。カルマンフィルタ時間更新
が、共分散を含めて、プロパゲータのバンクとして示される。衛星位置は、オペレーショ
ンセンターサービスデータプロセッサから広められるエフェメリス表示パラメータを使用
して生成される。衛星クロック状態を予測するためにオペレーションセンターからのクロ
ックパラメータも使用される。相関器ＮＣＯのためのフィードフォワード疑似距離を生成
するために先験的状態伝搬が使用される。平方根情報の数値安定性の実施と効率的なＱＲ
行列分解とによって測定値更新が容易にされる。
【００８１】
　ＬＥＯ衛星クロック及び軌道が正確に知られた時点で、この情報は、パラメータ化され
るとともに、ユーザ測位を助けるためにユーザへ送られる。図１に示されるように、軌道
及びクロックの情報は、地上データネットワーク又は宇宙ネットワークを介してユーザに
送られ得る。
【００８２】
　対流圏エラーは、ｈi＝１／ｓｉｎＥｌiの斜角係数が乗じられたその天頂値を使用して
長い時定数にわたって視野に入る複数の衛星を用いて推定され、ここで、Ｅｌiは衛星仰
角である。ＬＥＯ衛星の急速な角度カバレッジに起因して、例えば直ぐ近くの前線などの
不規則な気象特徴を受け入れるために方位角成分を組み入れる、より精巧な対流圏モデル
が使用されてもよいことが容易に分かる。キャリア位相マルチパスは、更なる特別な配慮
を伴うことなくアベレージダウンされると再び仮定される。
【００８３】
　慣性支援は干渉シナリオのためのオプションである。ユーザ機器が干渉除去のための要
件を有さなければ、以下の慣性処理は除外されてもよい。
【００８４】
　好ましい実施形態におけるユーザ機器は、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）推定に対して非
常に相補的な慣性測定ユニット（ＩＭＵ）を利用する。アビオニクスレトロフィットにお
いて、多くの稼働している航空機は高品質ＩＭＵを既に使用する。ＩＭＵ性能及びコスト
の動向も有益である。ＭＥＭＳ技術は、一般に、数秒のキャリア位相－レベル安定性を与
える。更に、ＤＡＲＰＡによって現在調査されているように、ボーズ・アインシュタイン
凝縮物からの干渉パターンに基づく新規な高性能ＩＭＵを含む新たな技術が現れようとし
ている。好ましい実施形態は、任意のそのような新規なＩＭＵ技術の全潜在能力をそれが
利用できるようになるときに利用する。
【００８５】
　衛星ｉに関して、ユーザ状態推定方程式は以下の通りである。
【数２２】

【００８６】
　ここで、δｘは、北座標系、東座標系、下降座標系に関するユーザ残差位置推定値エラ
ーであり、δｔはユーザクロックエラーである。衛星軌道エラー及びクロックエラーが推
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定されるため、これらの項を以下のように新たなダッシュ記号付きのオブザーバブルΔρ
に関して方程式の左辺に集めることができる。
【数２３】

【００８７】
　慣性モデルは、以下のようにバル－イツァーク［引用文献８］により導き出されるエラ
ー伝搬に関する三次元線形方程式を適用する。
【数２４】

【００８８】
　この方程式は、慣性測定ユニット状態位置推定値エラーδｘ、速度推定値エラーδｖ、
公称ユーザ姿勢に対する線形３軸姿勢推定値エラーδφ、加速度計バイアスｂa、及び、
ジャイロバイアス推定値エラーｂgから構成され、この場合、全てのｗベクトルはランダ
ムノイズエラーを表わす。ジャイロバイアス及び加速度計バイアスにおけるガウス・マル
コフモデル近似も加えられた。更に、以下の定義が適用される。

【数２５】

【数２６】
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【数２７】

【数２８】

【００８９】
　ここで、ｇは、重力に起因する局所的な加速度、Ｒは地球の半径、ΩN及びΩDは、北方
向及び下降方向へそれぞれ投影される地球自転ベクトルの成分である。
【００９０】
　ユーザは、アプリケーションが保証すれば、車両で複数のアンテナを使用できる。推定
方程式は、使用されるそれぞれのアンテナごとに単に繰り返すにすぎないが、それぞれの
アンテナごとに別個のレバーアーム値を伴って繰り返す。このフレームワークを制御放射
パターンアンテナ（ＣＲＰＡ）の組み込みに適用することもできる。
【００９１】
　ユーザ位置をおおよそ推定して、受信器が粗いロック状態にとどまるようにするために
、伝統的な超緊密に結合された非コヒーレントドット積弁別器が最初に使用される。しか
しながら、この弁別器は、持続的コヒーレント積分のための基礎を与えない。干渉下又は
妨害電波下では、そのような弁別器の精度は、コードチップの大きな割合まで、すなわち
、軍用信号の場合には数メートルまで低下する。
【００９２】
　コヒーレント積分は、干渉条件下で正確なオブザーバブルを与える。慣性項及びクロッ
ク項をもたらすプロセスノイズは、波長の小さな割合の時間安定性又は位置安定性を維持
できる時間区間に関して簡略化された形態で特徴付けられ得る。目標は、位置に関して０
．５ｃｍ程度であり－これは、時間×光束に関して約２０ピコ秒に等しい。幾つかの使用
ケースは、２０秒よりも長い時定数を伴う慣性測定ユニットを使用するが、使用されるオ
シレータは、一般に、ほんの数百ミリ秒にわたって十分に安定している。視野内のＮ個の
衛星におけるオブザーバブルが以下のように積み重ねられてもよい。
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【数２９】

【００９３】
　過度の測定ノイズがない場合には、この方程式を以下のように簡単な形式で表わすこと
ができる。
【数３０】

【００９４】
　ＧＰＳ衛星オブザーバブルから、一般に、慣性測定ユニット時定数にわたる位置オフセ
ットを除き、慣性バイアスを観測可能である。したがって、慣性モデルが先の観測方程式
と一体化されると、組み合わせは、以下の有効な観測方程式へと簡略化する。
【数３１】

【００９５】
　持続的コヒーレント積分は、エポックｋにおけるΔρ’オブザーバブルのベクトルを形
成するべく、一般に３００～５００ミリ秒のオシレータ時定数にわたる干渉除去において
想定し得る程度まで使用される。
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【数３２】

【００９６】
　この方程式は、以下のようにｋ個（複数）のエポックにわたって更に積み重ねられても
よい。

【数３３】

【００９７】
　実際に、必ずしも全ての行列要素が書き込まれるとは限らない。行列からの適切な削除
は、利用できないオブザーバブルをもたらし、或いは、様々なタイミング・測距リンクを
視野内及び視野外に至らせる衛星ジオメトリをもたらす。
【００９８】
　方程式のこの組は、最小二乗法を使用して、上昇～現在の区間にわたって解くことがで
きる。Ｒ行列要素及びｈ行列要素の両方に現れるようなＬＥＯ衛星により与えられるジオ
メトリの急速な変化は、ＧＰＳだけを使用する数十分とは対照的に、任意のフォワードベ
ースのインフラから離れて動作するときに数十秒内の強力な可観測性及び収束を与える。
【００９９】
　ＲＡＩＭは、完全性を確立するために、以下の検定統計量Ｑを評価することによって加
えられる。
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【数３４】

【０１００】
　好ましい実施形態では、観測方程式のカルマンフィルタ実装が正確なクロックモデル及
び軌道モデルと組み合わされる。好ましい実施形態においては、推定も、適切なコード位
相マルチパスモデルを伴うコード位相ベースの推定によって増強される。更に、完全性が
重要である用途において、好ましい実施形態は、その遡及区間がサービスの利用可能性を
確保するべく設定されるフォワード－バックワードスムーザーである。
【０１０１】
　Ｊｏｅｒｇｅｒらは、スムーザーを使用して完全性が高い解を得ることができる方法に
ついて記載する［引用文献９］。
【０１０２】
　好ましい実施形態において、完全性処理は、ユーザ状態と共に解に影響を及ぼす全ての
衛星状態を含む。
【０１０３】
　セーフティ・オブ・ライフのための高い完全性
　好ましい実施形態は、ＳＢＡＳ及びＧＢＡＳ精度とＲＡＩＭ完全性とをかなり締め付け
る。ＷＡＡＳ警報、ＧＰＳ測定、及び、ＦＤＥは、通常、干渉に伴って悪化する。Ｓｕｒ
ｅＰｏｉｎｔ（商標）システムは、飛行の全ての段階にわたる干渉下で高いマージンに関
して厳しいＲＡＩＭ警報限界（～１ｍ）を可能にすることによって補償する－カテゴリー
ＩＩＩ精密着陸性能レベルを含む。そのような厳しいＲＡＩＭは、－衛星警報が航空機へ
通信され得ない場合であっても－ＦＤＥの有効性を維持する。また、本来持ち合わせてい
る干渉局在性は、ナビゲーション及び監視への支障の源を排除するために放射体テイクダ
ウンを加速させる。
【０１０４】
　他の有益な統合が想定し得る。航空実施は、既存の及び／又は改良された距離測定機器
（ＤＭＥ）と共に新たな能力を統合することもできる。ＧＢＡＳデータリンクはバックア
ップＬＥＯデータリンクとして使用され得る。
【０１０５】
　最終結果は、本発明がＮｅｘｔＧｅｎターミナル動作とＳＢＡＳ及びＧＢＡＳベースの
精密着陸とを実施するために求められる両方の改良された干渉除去を可能にすることであ
る。ＷＡＡＳと統合されると、好ましい実施形態は、潜在的に、ゼロ視認性動作及び自動
着陸に関してカテゴリーＩＩＩ　ＳＢＡＳを可能にする。
【０１０６】
　多くの航空機において既存のアビオニクスを使用すると、世界中のより多くの空港でよ
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ＳＳＲ及びＩＬＳを安全に引退させるために信頼を勝ち取る新たな入口を有することがで
きる。
【０１０７】
　好ましい実施形態は、ロバスト性が高い高性能ｗｈｅｒｅ－ｉｎ－ｌａｎｅ能力を自動
車に与える。それは、ＧＰＳだけよりもかなり速く必要とされる完全性へ収束する。自動
車は、数が増えて更に自律的な能力を得るため、厳格な管理レートが重要であるが、避け
られない部品故障を扱うことが更に重要になってきている。好ましい実施形態は、ｗｈｅ
ｒｅ－ｉｎ－ｌａｎｅ性能要件と一致する完全性を得る。ハードな統計的情報を出力する
と、システムは、自動車保険会社が理解して使用できる実用的な用語で予測統計値及び実
際の統計値を定量化する－これにより、新たな能力をスケールアップする際に未知の未知
数を排除する。位置をリアルタイムで広めるために車間データリンクと統合される衛星ベ
ースのサービスは、道路状態に伴って劣化するカメラ、ＲＡＤＡＲ、及び、ＬＩＤＡＲな
どの「相対的な」センサを補完する－ロバスト性が高い「絶対的な」測位を任意の天候又
は環境でもたらす。また、ユーザ機器は既に車両で計画されるハードウェアコンポーネン
トを使用してグローバルにスケーリングできるため、材料コストのますます増大する請求
書はほぼゼロである。
【０１０８】
　図１７は、ユーザのための完全性の利用可能性を概算する例を示す。自動車に関するこ
の例では、水平警報限界（ＨＡＬ）がセーフティ・オブ・ライフ自律的車線保持と一致す
る１メートルになるように規定される。地球中軌道（ＭＥＯ）ＧＮＳＳ衛星は空全体にわ
たって移動するため、数十分が経過するまでＲＡＩＭを使用して障害を検出するのに不十
分なジオメトリが存在する。ＲＡＩＭ利用可能性の確率は、平滑化期間の関数としてプロ
ットされる（コールドスタートのために必要とされる時間と一致する）。ＳｕｒｅＰｏｉ
ｎｔ（商標）衛星に関して、利用可能性は、数十秒の時定数内で１００％に達する。
【０１０９】
　本明細書中で可能にされる衛星ナビゲーション完全性は、他の様々なセンサとＧＰＳと
の融合に利益ももたらし得る。非ＧＰＳベースのセンサは、一般に、固有の完全性を有さ
ない。図１８は、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星を組み込むセンサ融合機能を示す。受
信器完全性機能は、何時どの程度までそれが信頼されるべきかの表示を出力する。このと
き、完全性の全体にわたって融合中のセンサ間の重み付けを最適化できる－固有の完全性
を伴わないセンサさえも含む。
【０１１０】
　干渉下の低コストユーザ機器
　干渉又は妨害電波が高い場合には、通常のオシレータを有する受信器を使用するコヒー
レントトラッキングにおいてノイズ寄与度が大きくなりすぎる場合がある。高干渉モード
における好ましい実施形態では、以下のようにエポックｋにおいてオブザーバブル方程式
の両側に差分演算子
【数３５】

が適用される。
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【数３６】

【０１１１】
　ここで、５つの衛星のケースにおいては、

【数３７】

　である。
【数３８】

行列は、視野内の任意の数の衛星に関して一般化され得る。ノイズがそれぞれのチャネル
にわたっておおよそ等しいと仮定すると、差分演算子は、本質的には、以下のようにジオ
メトリにかかわりなく全ての衛星にわたって釣り合いのとれた態様でクロック推定値の取
り消しをもたらす。
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【数３９】

【０１１２】
　ここで、ρ”及びｎ”は、衛星間二重差のベクトル及びノイズ項に関する簡単な表記で
ある。重要なステップにおいて、観測方程式は、ユーザクロックとは無関係にさせられ、
ゆっくりと変化する又は一定の状態変数にのみ依存するにすぎない。
【０１１３】
　現時点では、生の位相測定値を蓄積する際に実用的な検討事項をカバーすることが重要
である。好ましい実施形態において、ベースバンドでの蓄積は、一般に数百ミリ秒のユー
ザオシレータコヒーレント時定数以下となるように設定される検出前区間にわたってそれ
ぞれの衛星ごとにΔρ’個の同相成分及び直角位相成分を集める。同相成分及び直角位相
成分の逆正接は、それぞれの特定の衛星及びエポックごとにΔρ’をもたらし、このとき
、これらは、ひいては、二重差Δρ”を形成するために衛星対の全体にわたって差別化さ
れる。検出後二重差は、その後、慣性ナビゲーションユニットの時定数と一致する複数の
エポックにわたる更に長い区間において積分される。プロセスの数学的表示は、衛星対ｉ
、ｊに関して所定のエポックで以下のように与えられる。

【数４０】

【０１１４】
　ここで、Ｉは、それぞれの衛星における同相ベースバンド検出前成分＋同相ノイズ寄与
度であり、また、Ｑは、それぞれの衛星における直角位相ベースバンド検出前成分＋直角
位相ノイズ寄与度である。先験的な予測的知識に基づいて或いは宇宙ネットワーク及び／
又は地上ネットワークを介したストリーミングにより、キャリアに関する任意のデータ変
調が取り除かれると仮定される。逆正接関数をルックアップテーブルとして効率的に実施
できる。ノイズ寄与度は、１信号に対して標準化される。変数βは、全ての衛星に共通の
急速に変化するクロック項において代役であり、一方、オブザーバブルに組み込まれる変
数αは、ゆっくりと変化する或いは一定である全ての他の状態変数寄与度において代役で
ある。干渉の存在下では、信号対雑音比が低い場合があり、すなわち、ノイズ項が１程度
或いはそれよりも大きくなる傾向があり得る。ノイズは、二重差が慣性時定数にわたって
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積分されるため、最終ステップで平均される。ノイズ項が大きいため、平均される傾向が
ある逆正接関数に非線形性が導入される。
【０１１５】
　検出ステップと同時に起こるクロック項の取り消しを別のベクトル積形式で見ることも
できる。コヒーレント弁別器は、衛星添え字ｉ、ｊを伴うそれぞれの衛星対に関して、検
出前の生の同相測定成分及び直角位相測定成分Ｉ、Ｑの関数として以下のように表わされ
る。
【数４１】

【０１１６】
　既に規定された識別情報を弁別器方程式へ置き換えると、以下のようになる。
【数４２】

【０１１７】
　積－和識別情報を呼び出すと、ユーザクロックと関連付けられるβ成分が、平均化区間
にわたって２πに対する大きな偏位をトラバースするとともに、項を無視できるようにラ
ンダムノイズにより更に変調されると仮定される。残りの二乗ノイズ項を整理してまとめ
ると、以下のようになる。

【数４３】

【０１１８】
　この弁別器では、バースバンド信号の共通モード成分が排除され、それにより、微分残
差のみが残る。先の推定方程式における衛星全体にわたる唯一の共通モード量－完全に脱
落する角度βに対応する－は、ユーザクロックである。したがって、この弁別器を用いる
と、コヒーレント積分は、さもなければユーザクロックにより許容されるよりもかなり長
い区間にわたって持続可能になり、それにより、受信器のコヒーレント干渉除去性能をか
なり高める。
【０１１９】
　ジオメトリにおける急速な角度変化をうまく利用して、位置オフセット、天頂対流圏、
及び、キャリア位相バイアスについて解くべくＫ個のエポックを以下のように積み重ねる
ことができる。
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【数４４】

【０１２０】
　方程式のこの系は、最小二乗適合によって解かれ得る。実際には、行列構成で適切に削
除され得る欠落した測定値が存在する場合がある。ＭＥＯ衛星は空全体にわたってゆっく
りと移動する。ＬＥＯ急速角度動作は、幾何学的な行列要素を劇的に進展させ、それによ
り、状態を数十秒内で観測できるようにする。好ましい実施形態では、完全性も重要であ
る用途の場合を除き、カルマンフィルタ実装が使用され、この場合、フォワード－バック
ワードスムーザーが用いられる。
【０１２１】
　先の弁別器により与えられる改善を強調するため、それを以下の形式の弁別器を使用し
てもよい当分野において使用される典型的なキャリア位相トラッキングループと比較する
ことが有益である。

【数４５】

【０１２２】
　この弁別器において、推定エラーは、以下［引用文献１０］によって与えられる。
【数４６】

【０１２３】
　ここで、Ｃ／Ｎ0はキャリア電力対ノイズ電力スペクトル密度比であり、Ｔは相関器検
出前区間であり、ＢLは、位相ロックループトラッキング帯域幅である。
【０１２４】
【数４７】

演算子にしたがって、衛星の全ての対が対称的に適用される。二乗ノイズ項は、本質的に
、性能をより安定した時間基準と共に利用できるものにわたって倍にされる。しかしなが
ら、
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【数４８】

演算子にしたがっても、非微分ケースの場合のほぼ２倍の衛星測定値対が形成され、それ
により、２倍希釈が効果的に回復される。
【０１２５】
　慣性品質に応じた妨害電波性能の結果的な向上が図１９に示される。伝統的な弁別器は
オシレータ安定性程度の時定数に制限され、一方、改良された弁別器は、ユーザ積分時定
数をユーザ慣性と一致するように拡張でき、それにより、干渉除去の付随的な改善をもた
らす。更に、ＧＰＳ衛星及びＧＮＳＳ衛星のいずれも同時センチメートルレベル精度及び
高完全性サイクル曖昧度分解能に対して可観測性を与えない。ＬＥＯ衛星は残りの未知数
を与える。
【０１２６】
　新たな弁別器を使用するための警告は以下のとおりである。すなわち、（ｉ）受信器の
ベースバンド数値制御オシレータ（ＮＣＯ）は、ＬＥＯドップラーダイナミックレンジ（
ＭＥＯ　ＧＮＳＳにおける±５ｋＨｚではなくＬＥＯにおける±４０ｋＨｚ）をカバーし
なければならない、（ｉｉ）プロセッサは、変更されたタスクを受け入れるのに十分なス
ループットを有さなければならない、（ｉｉｉ）残存する帯域外電力を軽減するためにｒ
．ｆ．バンドパスフィルタをアンテナと受信器との間のｒ．ｆ．経路へ挿入する必要があ
るかもしれない。
【０１２７】
　図２０は、ＧＰＳ　Ｌ１に隣接するバンドにおける広帯域スペクトルを示す。受信器の
既存の設置基盤は、一般に、低精度、旧高精度、現高精度のラベルが付された３つのフィ
ルタ曲線を占め、各フィルタ曲線は連続的に更に大きい帯域幅使用を伴う。ＧＰＳ　Ｌ１
に隣接する補助地上コンポーネント（ＡＴＣ）バンドがマゼンタで左に示される。下端に
は、モバイル衛星サービス（ＭＳＳ）、ＧＰＳ、及び、ロシアＧＬＯＮＡＳＳからの低電
力衛星信号が示される。１つの対立する広帯域サービスが低電力レベルで左に赤で示され
る。懸案事項は、多くの既存のＧＰＳ受信器のフロントエンドフィルタが提案された広帯
域電力レベルで干渉をもたらすことである。現高精度受信器の場合には、ＭＳＳ衛星を追
跡するためにこれらのＧＰＳ受信器が同じｒ．ｆ．フロントエンドを使用するため、バン
ドが重なり合う。
【０１２８】
　キャリア位相にその重点を置くことにより、好ましい実施形態のスペクトル要件は狭い
。特に、（拡散コンポーネントへの部分的なアクセスを伴う場合であっても）キャリアを
再構成するべくＧＰＳ信号を圧縮できる限りにおいて、そのキャリアは一般に高完全性、
フル性能測位にとって十分である。
【０１２９】
　本発明は、不利な干渉条件下であっても狭ＧＰＳスペクトルがフル高完全性ポジション
フィックスを達成できるようにするため、グリーン領域がＧＰＳと隣接する広帯域との間
の保護バンドとして規定されてもよい。ＧＰＳ受信電力及び最小帯域幅のペナルティを課
すために比較的低コストのバンドパスフィルタが場内のユーザ機器に遡及的に挿入されて
もよい。大きい保護バンドは、Ｃ／ＡコードＧＰＳ受信器のための２ＭＨｚ帯域幅フィル
タと関連付けられる。小さい保護バンドは、Ｐ（Ｙ）コードＧＰＳ受信器のための２０Ｍ
Ｈｚ帯域幅フィルタと関連付けられる。また、ＰＮＴ　ＬＥＯ衛星は精密位置サービス補
正をＧＰＳバンドでブロードキャストできるため、隣接するＭＳＳバンドで衛星放送はも
はや必要とされない。
【０１３０】
　図２１は、システムの民間輸送システムのための概念を示す。海洋、陸上、及び、航空
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のユーザのために別個のＧＰＳ増強システムを構成するのではなく、統合された精密なサ
ービスが本発明によって可能にされる。宇宙セグメントは、ＧＰＳ衛星、ＷＡＡＳ衛星、
及び、ＬＥＯ衛星を含む。ソフトウェア更新を伴うＷＡＡＳ地上監視局は、３つの全ての
タイプの衛星のタイミング信号及び測距信号を追跡する。全ての衛星の正確なクロック及
び軌道並びに完全性警報を含むＷＡＡＳマスターステーションで統合されたメッセージが
形成される。このデータメッセージは、ＷＡＡＳ衛星及びＬＥＯ衛星と地上ベースのデー
タリンクとを含む複数のデータ経路を介してユーザへ広められる。航空においては、地上
ベースのデータリンクがＶＨＦラジオである。地上車においては、地上ベースのデータリ
ンクが、インフラ（Ｖ２１）沿道機器（ＲＳＥ）に狭域通信（ＤＳＲＣ）車両、又は、４
Ｇ　ＬＴＥを含む商用無線サービスプロバイダからの帯域幅を含むことができる。海洋ユ
ーザにおいて、地上ベースのデータリンクは、タイミング・測距のためではなくデータブ
ロードキャスト用途のために変換される既存のＤＯＴ及び沿岸警備隊ＮＤＧＰＳビーコン
となり得る。
【０１３１】
　複数のデータリンク経路を伴うネットワーク化されたシステムは、１つ以上のタイミン
グ、測距、又は、データリンクが悪化される或いは利用不可能なときに弾力性及び干渉除
去を加える。
【０１３２】
　混合宇宙セグメント動作
　図２２は、単一周波数衛星と探査車両とを伴うシステムの統合を示す。単一周波数衛星
は、電離圏、対流圏、及び、車道の高さを推定するのに役立つべく探査車両がサービスデ
ータプロセッサに対して付加的なフィードバックを与える間、補助的なタイミング・測距
測定値を与える。探査車両の使用のためには、地上バックホールデータリンクが必要とさ
れる。単一周波数ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星が使用される或いはさもなければ単一
周波数動作が望ましい場合においては、サービスデータプロセッサにより計算される局所
的な電離圏及び対流圏の推定値を受けることによってユーザ－クライアント車両のサブセ
ットが探査車両に対して短いベースライン（電離圏バリエーションの距離スケールに関し
て）を形成する。
【０１３３】
　探査車両として知られる車両のサブセットは、完全性モニタリング及びカメラなどの他
のセンサへの支援のために使用され得るロードマップを経時的に積み重ねて更新するのに
役立つべく解に含まれる。デュアルバンド測定を増強させるために単一周波数ＬＥＯコン
ステレーションが利用できてもよい付随的な実施形態において、ユーザのより広いメッシ
ュのための取得を加速させるクラウドソース（ｃｒｏｗｄ－ｓｏｕｒｃｅｄ）手段として
探査車両のネットワークが使用される。
【０１３４】
　探査車両が使用される限りにおいて、サービスオペレータは、探査車両ユーザとの奨励
に基づく契約に入ってユーザの参加を可能にする。探査車両は、ＧＮＳＳオブザーバブル
及びＬＥＯオブザーバブルをオペレーションセンターへルーティングする。奨励に基づく
契約の条項にしたがって、データは、一般に、プライバシーのために匿名にされることが
予期される。４Ｇ　ＬＴＥなどのプライベート無線ネットワークはバックホールデータリ
ンクを与えることができるが、ＤＳＲＣ　Ｖ２１　ＲＳＥもこの目的を果たすことができ
る。
【０１３５】
　マップのみの探査推定器においては、オペレーションセンターは、全てのＧＮＳＳ軌道
及びＬＥＯ軌道を同時に推定するとともに、場合によりカメラ画像などの他のキューを用
いて、探査車両位置、単一周波数電離圏エラー、対流圏、並びに、マップ及び道路をクロ
ッキングする。ロードマップ上の推定時定数は、擬似データポイントが抑制されるように
するために長い。単一周波数ＬＥＯ衛星が解へ混入される場合には、それらの衛星のため
の電離圏推定値及び対流圏推定値がリアルタイムデータブロードキャストに含まれる。単
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一周波数タイミング・測距測定のために必要とされる高精密度に反して作用する電離圏及
び対流圏の複雑な三次元性に起因して、それぞれの衛星ごとに車道のみに沿ってそれぞれ
の簡単な表示が構成される。したがって、ブロードキャストに含まれる必要があるデータ
のみが、（ｉ）実際に自動車により必要とされ、（ｉｉ）第１の軌道面内で観測できる電
離圏の統合されたスライスと関連付けられるデータである。最もあり得る実施形態では、
全電子数（ＴＥＣ）スプラインがそれぞれのマイルマーカーを補間し、また、天頂対流圏
スプラインがそれぞれのマイルマーカーを補間し、これらはいずれも宇宙車両によって行
われる。図２３は、特定の衛星における車道に沿って投影される推定された局所的な電離
圏及び対流圏の投影の一例を示す。
【０１３６】
　非干渉のための商用信号形態
　他のＧＮＳＳ衛星の信号に対して非干渉信号を維持することは重要である。図２４は、
非干渉解析との関連で信号形態を示す。ＬＥＯでの動作は、任意の想定し得るＣ／Ａコー
ド相互相関を任意の１０２３周期ゴールドコード及び任意のドップラーシフトにおける２
１．６ｄＢ限界［引用文献１１］に制限する。Ｌ５コード、Ｌ１Ｃコード、及び、Ｌ２Ｃ
コードの相互相関は、Ｃ／Ａコードレベルよりもかなり低い。
【０１３７】
　民間及び商業の用途は、信号の権限のない使用を排除するために暗号化を必要とする。
チッピングレートは、整数の倍数ｎ×１．０２３Ｍｃｐｓの基本チッピング周波数ｆ0で
ある。ｎの値は、既存の或いは計画されたモバイル装置に適合するように選択され、特定
の用途に応じて１、６、又は、１０の値をとる。図２４におけるブロック図は、宇宙船及
びユーザ機器に搭載して使用される先進暗号化標準規格（ＡＥＳ）に基づく商用コード発
生器を示す。ＡＥＳは、真のランダムシーケンスから効果的に区別できないことが知られ
ている。
【０１３８】
　１０ｆ0チッピングレート出力は、Ｐコードと同じ基準により－５３．１ｄＢの相互相
関干渉をもたらす［委員用文献１２］。同様に、１ｆ0のチッピングレートは、その全て
が既存のＧＮＳＳ衛星及び受信器に適合する－４３．１ｄＢ相互相関干渉をもたらす。
【０１３９】
　暗号化アーキテクチャは、１２８ビット対称トラフィックキーのチェーンをもたらす。
チェーンは、適用できるシステムワイドグローバスル静的トラフィックキーから始まる。
衛星識別表示は、グローバルキーを各衛星に固有の静的なトラフィックキーへと変換する
。他の急速循環ステップは、１秒ごとに更新する一過性のキーを形成する。特定のユーザ
装置の真のレベルに応じて、グローバルキー又は一過性のトラフィックキーのいずれかが
そのユーザに広められる。トラフィックキーの広まりは、それぞれの使用ケースごとに以
下で更に論じられる。
【０１４０】
　民生信号認証
　今日、ＧＮＳＳ信号はスプーフィングされやすい。民生スプーフィングから保護するた
めに多くの提案が行われてきたが、それぞれの提案は様々な実用的欠点を有する。
【０１４１】
　図２５は、ＧＮＳＳに対する民生信号認証オーバーレイを示す。保護は、ＧＮＳＳ信号
の構造についてあれこれ推測しない。また、ＧＮＳＳ空間及び制御セグメントは、非参加
型であり、変更される必要がないと仮定される。ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星オ
ーバーレイによってブロードキャストされる信号のみが必要とされる。ＳｕｒｅＰｏｉｎ
ｔ（商標）は、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星信号認証をＧＮＮＳ信号へ伝えるこ
とができるようにする。ＧＮＳＳ信号の暗号化は必要とされない。その手法は、大部分の
既存の民生受信器の設計者と協力する或いはさもなければ最小の変更のみで済む可能性を
有する。
【０１４２】
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　ＦＡＡなどの信用のあるエアナビゲーションサービスプロバイダ（ＡＮＳＰ）は、Ｓｕ
ｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星ウォーターマークトラフィックキーを制御する。このプ
ロバイダは、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星ペイロードデータを広める地上セグメ
ント及び宇宙セグメントの構成要素を動作させることにより或いは動作させたことにより
そのような制御を行なうことができる。
【０１４３】
　公衆に知られ得るデジタル信号伝達アルゴリズムは、ペイロードデータの無署名のサブ
フレームに作用する。信号伝達機能は、安全なハードウェア境界で行われるとともに、信
用のあるＡＮＳＰにのみ知られるプライベート署名キーを使用する。結果は、ペイロード
データのサブフレームの端部に付け加えられてサブフレームの最終フレームに予約済みビ
ットの状態で埋め込まれる対称的なウォーターマークトラフィックキーである。それぞれ
のＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星のためのウォーターマークキーを含む署名済みペ
イロードデータは、アップロードされて記憶される。アップロードは、ＶＰＮを介してデ
ータ送信中に保護される。ペイロードデータはＦＩＦＯバッファ内に存在する。Ｌ１Ｃ又
はＬ５などの公然と知られるアルゴリズムを用いて生成される開放ＰＲＮコードは、Ｓｕ
ｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の一次タイミング・測距波形を合成する。ペイロードデ
ータはこの開放ＰＲＮコードへと変調される。同時に、ウォーターマークキーは、ウォー
ターマークとしての機能を果たす暗号化されたスペクトル拡散ＰＲＮコードを生成するた
めに使用される。このウォーターマークコードがデータ変調された開放コードと組み合わ
され、集合体がブロードキャストされる。ウォーターマーク波形及び開放波形を任意に規
定できる。好ましい実施形態において、ウォーターマーク波形は、開放波形に対して所定
の相対的な電力及び位相により変調された後に開放波形と合計されるパルス状ではない連
続的な信号（すなわち、ウォーターマークキーにより規定される同相及び直角位相の連続
体を成して特定のポイントに位置している）を与える。
【０１４４】
　最初に、ウォーターマークキーを公然と利用できない。ウォーターマークキーは、ペイ
ロードデータの最終フレームに埋め込まれて、各サブフレームの終わりにのみ、すなわち
、サブフレームデータの残りが既にブロードキャストされた後にブロードキャストされる
。ペイロードデータ送信シーケンスにおいて、ウォーターマークキーは、最終的に、サブ
フレームの最終フレームでブロードキャストされ、それにより、事後にそのキーが公然と
知らされる。
【０１４５】
　ユーザ機器フロントエンドは、低雑音増幅器、ダウンコンバータ、及び、アナログ・デ
ジタルコンバータを含む。相関器バンクがリアルタイムな遅延された（再処理された）バ
ージョンへ分けられる。再処理能力は、適切なウォーターマークの存在に関してウォータ
ーマークキーが知られた時点でベースバンドサンプルを解析できるようにする。集合体信
号の開放成分を追跡することにより、ユーザ受信器は、ペイロードデータを復調して逆整
流（ｄｅｃｏｍｍｕｔａｔｅ）することができる。サブフレームの最終フレームがウォー
ターマークキーをもたらす。第１の認証ステップでは、ペイロードデータ、ウォーターマ
ークキー、及び、事前に配信されて全てに知られるパブリックキーに作用するデータ認証
アルゴリズムがパスしなければならない。
【０１４６】
　その後、従前のベースバンド信号が再生され、このベースバンド信号は、新たにデコー
ドされたウォーターマークキーにより生成されるウォーターマークＰＲＮコードと相互に
関連付けられる。第２の認証ステップでは、開放信号成分（或いは、その時間的に変化す
るプロファイル）に対するウォーターマークのベクトル電力比（すなわち、大きさ及び位
相）が既知のブロードキャスト形態と一致しなければならない。
【０１４７】
　ＬＥＯ衛星が各ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の視線へと急速角度動作を焼き付
けるため、ＧＮＳＳ衛星を組み入れるポジションフィックスは、同時受信器自律型完全性
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モニタリング（ＲＡＩＭ）チェックをパスして、急速に変化するジオメトリに関係なくそ
のようにしなければならない。
【０１４８】
　厳しい完全性閾値を用いてＲＡＩＭチェックを行なうために、キャリア位相ポジション
フィックスの先の処理からのＧＮＳＳ測定値とＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星測定
値との組み合わせ及びそれらの解は、以下のように残差検定統計量Ｑを形成するべく以下
のようにＫ個のエポックにわたって互いにまとめられる。
【数４９】

【０１４９】
　閾値は、ユーザが測定収集区間にわたってスプーフィングされているという仮説と対照
して検定するように選択される。対流圏の先験的モデルと共にコード位相が使用される簡
略化されたケースでは、簡略化された検定統計量が以下のように使用される。

【数５０】

【０１５０】
　ＩＭＵが使用されない更なる簡略化されたケースでは、検定統計量が
【数５１】

　まで減少する。
【０１５１】
　完全な民生信号認証は、３つの全ての別個の検定（ＲＡＩＭ、電力、及び、データ）に
パスすることを要する。任意の別個の検定にパスしなければ、ユーザ機器は、障害の存在
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、稀な通常状態、又は、想定し得るスプーフィングを知らせる警報を発する。
【０１５２】
　ユーザ位置の裏づけ
　他の重要な課題は、位置の裏づけを立証することである。そのような能力は、位置を因
子として使用することにより識別情報を確立する認証に役立つこともできる。位置の裏付
けは、金融取引における不正行為を防止すること、法的処置、有料道路照合、運転した分
だけ支払う自動車保険、重要インフラの保護、及び、航空交通監視ハッキングに抵抗する
ことに適用できる。
【０１５３】
　図２６は、ユーザ位置の裏付けのための動作の概念を示す。信号認証に関する前の節に
おけるＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星により生成される認証波形と同様に、暗号化
されたスペクトル拡散波形ブロードキャストがユーザ位置認証のための基準である。シス
テムネットワークインフラは、ブロードキャストを生成するために使用される暗号キーを
保護するべく信頼されていると仮定される。ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の軌道
及びクロックが既に較正されていると仮定すると、調査対象位置にある信頼されている地
上モニタは、ブロードキャストが適切に動作しているという独立したチェックを行なう。
【０１５４】
　認証サーバは、ユーザ装置がナノ衛星ブロードキャストを取得して追跡するための情報
を助けるように使用できる波形パラメータのセットをユーザに利用できるようにする。波
形パラメータは、それぞれのネオサテライトごとにユーザＩＤクロック及びエフェメリス
係数を含む。認証されたユーザのための信頼されている使用ケースにおいて、波形パラメ
ータは、暗号化された波形ブロードキャストの直接的なユーザ装置トラッキングを可能に
するためにナノ衛星ブロードキャストのためのトラフィックキーも含む。このとき、認証
サーバは、モバイルユーザ装置により生成される測定オブザーバブルにアクセスできる。
【０１５５】
　正常に動作するＧＮＳＳ受信器は、視野内のＧＮＳＳ衛星を追跡して、ユーザ位置及び
クロックオフセットを推定する。好ましい実施形態では、ＧＮＳＳ衛星タイミング・測距
オブザーバブルが衛星へ向かう１つ以上の視線に沿って１つ以上の暗号化されたＬＥＯナ
ノ衛星タイミング・測距オブザーバブルとの一致に関してチェックされる。十分なユーザ
位置認証は、位置＋時間の３つの成分に関して少なくとも４つの独立する暗号化された疑
似距離を必要とする。ＬＥＯナノ衛星は、数少ない衛星を用いて、具体的には短い区間に
わたって動作する視野内の２つの衛星を用いて確定的な検定を行なう。必要とされる認証
のレベルに応じて、全地球を扱う単一のナノ衛星でさえ値を提供できる。ナノ衛星がユー
ザ位置不正行為に関してランダムな「スポットチェック」を行なっている場合、又は、そ
の検出に対する時間的緊急性があまりない場合には、より少ない数の衛星が必要とされる
。好ましい実施形態において、コンステレーションは、任意の所定の時間に地球上の全て
のポイントにわたって少なくとも一対のナノ衛星を位置決めするように寸法付けられる。
そのような形態では、殆どのケースで、ほぼ即座に要求に応じて位置不正行為を検出でき
、或いは、残りのケースでは、数十秒内で非常に高い信頼度まで位置不正行為を検出でき
る。
【０１５６】
　信頼の委託が使用される。ユーザ装置の低信頼度、中信頼度、高信頼度を含む３つのシ
ナリオが図２７ａ～図２７ｃにおいて考慮される。認証サーバと１つ以上のユーザ装置と
の間で情報を広めるためにハードウェアセキュリティモジュール（ＨＳＭ）及び標準的な
パブリックキーインフラ（ＰＫＩ）が使用される。ＨＳＭを含むユーザ装置は、信頼され
る機関で初期化される。ＨＳＭは、暗号化用の非対称なパブリック－プライベートキー対
と、デジタル署名用の第２の対とを生成する。パブリックキーは認証サーバに与えられる
。認証サーバが新たなトラフィックキー（又は正確なクロック及びエフェメリス支援デー
タ）などの暗号化された情報を特定のユーザ装置に安全に伝える必要があるときには、認
証サーバは、そのユーザ装置のパブリック暗号化キーを使用して情報を暗号化した後、そ
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化キーを使用して情報を解読する。ユーザ装置は、プライベートキー、トラフィックキー
、又は、暗号に対して物理的な攻撃により容易にアクセスできないように設計される。同
様に、ユーザ装置により生成される測定オブザーバブルがＨＳＭによりデジタル署名され
、その後、データパッケージが認証サーバへ伝えられる。
【０１５７】
　図２７ａに示される低信頼度のユーザ装置のケースは、デジタル署名されたポジション
フィックス及び生のベースバンド測定オブザーバブルを元の認証サーバへ伝え、この場合
、ＧＮＳＳ及び（トラフィックキーの知識と共に）ナノ衛星測定オブザーバブルが疑似距
離測定値へと変換される。これらの疑似距離測定値は、信号認証に関する前の節で与えら
れたＲＡＩＭ変形と一致するＲＡＩＭフラグ及びポジションフィックスへと変換される。
ポジションフィックスを認証するために、ナノ衛星受信信号電力は、適切なエンベロープ
内に位置しなければならず、また、ＲＡＩＭチェックがパスしなければならない。低信頼
度のユーザ装置のケースは最小のセキュリティ設備を有するが、帯域幅の増大という不利
益がある。
【０１５８】
　図２７ｂに示される中信頼度のユーザ装置は、敵が偽造のために利用するであろうシス
テムワイドトラフィックキーを危険に晒す単一のユーザ装置物品に対する攻撃の何らかの
リスクが存在するシナリオを想定する。ベースバンドＦＩＦＯが短期間にわたってベース
バンドサンプルを遅延させ、また、事後に、すなわち、図２４においてに示される急速循
環一過性トラフィックキーの場合には１秒後又は２秒後に、トラフィックキーがユーザ装
置へ広められる。したがって、認証が１秒又は２秒遅れる。ポジションフィックス推定値
は、ナノ衛星相関器のための疑似距離及びドップラーフィードフォワードを計算するため
にＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星軌道予測及びクロック予測と併せて使用される。
ポジションフィックスを認証するために、ナノ衛星受信電力レベルは適切な範囲内に位置
しなければならない。すなわち、有効な信号離散が肯定的である。最小帯域幅需要がネッ
トワークから形成される。
【０１５９】
　高信頼度のユーザ装置のケースの場合には、ＰＫＩがグローバルトラフィックキーを信
頼される装置ＨＳＭへ安全に広める。この場合、リアルタイム相関器は、該相関器が疑似
距離をリアルタイムに出力する状態で全てのＧＮＳＳ衛星及びナノ衛星を含む。高信頼度
のユーザ装置のケースは、信号認証に関する前の節からのＲＡＩＭ完全性チェックを使用
して、ＧＮＳＳ及びＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の両方を用いて全視野内測位を
行なう。ポジションフィックスを認証するために、ナノ衛星受信電力レベルが適切な範囲
内に位置しなければならず、また、ＲＡＩＭチェックがパスしなければならない。デジタ
ル署名されたポジションフィックス及びＲＡＩＭ残差は、ネットワークの最小帯域幅需要
のみを必要とする元の認証サーバへ送信される。
【０１６０】
　宇宙船クロックのユーザ推定
　一般的な知恵は、衛星ナビゲーションが宇宙船に原子時計を要することである。実際に
、システム設計者は、クロスリンク及び他の超安定クロックを含めて、宇宙船時間を維持
するための複数のサブシステムオプションを有してもよい。それぞれのオプションは、ア
テンダント性能及びコストの検討材料を有する。システム設計者が想定し得る低コストの
別の手段の選択肢を有することにより費用便益を実現する限りにおいて、以下の進展は、
選択肢及び利用可能な取引空間を広げるべく恒温槽型水晶発振器（ＯＣＸＯ）を正確なキ
ャリア位相ベースの測位のためにどのように使用できるかを示す。
【０１６１】
　既知の軌道にあるが較正されないクロックを伴う衛星ｉを考慮する。以上から、対応す
るユーザ観測方程式は以下のようになる。
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【数５２】

【０１６２】
　衛星クロック周波数は、それらのアラン偏差にしたがってそれらの安定性を維持する。
簡略化された線形モデルが所定の衛星クロック安定性時定数を適用し、この場合、送信さ
れるキャリア位相を０．５ｃｍなどの特定の許容範囲内に抑制できる。このとき、ユーザ
観測方程式は以下のようになる。

【数５３】

【０１６３】
　この定義の下では、衛星クロックバイアスをｂi’としてこのときに運ばれるサイクル
曖昧度バイアスから区別できない。
【数５４】

【０１６４】
　観測方程式は、先のような行列形式へと積み重ねられてもよい。
【数５５】

【０１６５】
　方程式のこの系は、ＬＥＯクロック勾配を観測できるようにするために、複数のエポッ
クｋにわたって逐次推定器で実施され得る。しかしながら、好ましい実施形態では、ユー
ザ機器が（ｉ）妨害電波又は干渉に晒されるとともに（ｉｉ）短い区間にわたってコヒー
レント積分を行なうことができるにすぎない低コストオシレータを使用するという条件下
でＬＥＯ衛星クロックバイアスを推定することが更に望ましい。このケースは、最初に前
述した相関手法にしたがって更に進展される。
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【０１６６】
　簡単な表記では、Δρ’オブザーバブルのベクトルがそれぞれのエポックｋごとに整理
してまとめられる。
【数５６】

【０１６７】
　前述のように、干渉を受ける衛星間検出のケースに関しては、差分演算子
【数５７】

が以下のようにオブザーバブル方程式の両辺に適用される。
【数５８】

【０１６８】
　このとき、エポックにおける結果的な方程式の系は、以下により与えられる。

【数５９】

【０１６９】
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　ＧＰＳ衛星周波数標準の既知のより高い安定性を組み入れると、ＧＰＳクロックは、衛
星通過に先立って較正され、したがって、予測されて、観測方程式の左辺へ寄せられる。
ＬＥＯ衛星に作用する
【数６０】

の縦列のみを保つ新たな差分演算子
【数６１】

が規定され、それにより、以下の修正された観測方程式が残る。
【数６２】

【０１７０】
　ジオメトリにおける急速な角度変化をうまく利用して、位置オフセット、ＬＥＯクロッ
クバイアスレート、天頂対流圏、及び、キャリア位相バイアスについて解くべくＫ個のエ
ポックを以下のように積み重ねることができる。

【数６３】

【０１７１】
　方程式のこの系は、最小二乗適合によって解かれ得る。実際には、行列構成で適切に削
除され得る欠落した測定値が存在する場合がある。好ましい実施形態では、逐次推定ＲＡ
ＩＭが使用される。
【０１７２】
　高度ｈが８００ｋｍで、速度ｖが９ｋｍ／秒であると仮定する。目的は観測時定数ｈ／
ｖを最小にすることであり、これは、衛星を地球に対して可能な限り低く作動させるが大
気抵抗を管理できるように十分に高く作動させる（それにより、ｈを最小にする）ととも
に、ＬＥＯ衛星を逆行軌道で作動させる（それにより、ｖを最大にする）ことによって達
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。ＭＥＯ　ＧＮＳＳ衛星はかなり大きい時定数を有する。
【０１７３】
　図２８は、正確な測位における未知数について解くために急速角度ＬＥＯ動作及び未較
正クロックのタイムスケールをどのように適用できるのかを示す。目的は、先に導き出さ
れた可観測性時定数を衛星クロック安定性の時定数と一致するように合わせることである
。８０～９０秒の先の収束時間は、センチメートルレベル性能のためにＯＣＸＯから得る
ことができる安定性と合わされるように起こる。したがって、ＯＣＸＯ作動開ループは、
宇宙船タイミング基準を与えることができる。それにもかかわらず、システム全体は、依
然として、セーフティ・オブ・ライフ用途のために高い精度、完全性、及び、妨害電波抵
抗を与える。
【０１７４】
　ＬＥＯナノ衛星は、わずか２つのＬＥＯ衛星が視野内にある状態で高完全性の解を可能
にする。偶発的な衛星障害を考慮するためのより高い利用可能性において、システム冗長
性は、３つのＬＥＯ衛星が地球上の任意の場所においてユーザの視野内にあるように設計
され得る。好ましい実施形態は、３つのＬＥＯ衛星が地球上の任意の場所において特定の
最小仰角に関してユーザの視野内にあるようにする。衛星障害の場合には、スペアが開放
スロットへ向けて急速にドリフトされ得る。その間に、ユーザはサービスの中断を受けな
い。２つの衛星障害が全く同じ場所で生じる起こりそうにない事象（これは、地球上の狭
い固有の場所にわたって稀な繰り返しサイクルを伴って数分に限定される機能停止をもた
らす）では、それが起こる時期を予め予測することによって短いギャップが管理され得る
。２週間内にスペアを使用できる。
【０１７５】
　スードライト実装
　都市領域では、衛星を完全に見ることができない場合がある。ＬＥＯ衛星から得られる
向上された性能は、空のカバレッジが遮られる場合がある場所であっても都市領域にまで
及ぶことができる。この例において、スードライト（疑似衛星）は、測位を行なうととも
にフル完全性のためにＲＡＩＭを用いて測位を行なうべく視線に基づいて使用され得る。
スードライトにおけるオシレータは、自走式で動作するように設計される。すなわち、同
期化が必要とされない。しかしながら、装置の固有媒体項安定性（数十秒程度）に起因し
て、車両がその位置について解いてもよい。この場合には、送信器は、それが未較正クロ
ックを使用して作動されるため、低コストとなり得る。送信器がデータバックホール又は
超安定基準を有する明確な必要性はない。好ましい実施形態は、そのナビゲーションデー
タベースに記憶されるオシレータ安定性仕様の知識を伴ってのみ動作できる。例えば、所
定の装置が（ｉ）１０秒の区間にわたってセンチメートルレベルエラー（ルートＴＶＡＲ
）を維持できるとともに（ｉｉ）そのクロックレートを１０億ごとに特定数の部品によっ
て抑制されることが知られる場合がある。装置の周波数オフセットは、知られていない場
合があり、また、実際に日ごとに且つ温度及び他の因子に伴ってドリフトする場合がある
が、短期クロック安定性は、－ちょうど較正されないオシレータのケースにおける前述の
処理で与えられるＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星の場合のように－実施形態で利用され
るものである。
【０１７６】
　したがって、新たなナビゲーション処理は以下のように与えられる。
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【数６４】

【０１７７】
　この場合、対流圏は、スードライトリンクに関して無視されるとともに地上ネットワー
クにより衛星リンクに関して較正されると仮定される。また、ＧＰＳクロック及びＬＥＯ
クロックも地上ネットワークにより較正されると仮定され、そのため、差分演算子

【数６５】

がスードライトにおける未知のクロックレートにのみ適用される。
【０１７８】
　２つのケースが手法を例示する。すなわち、図２９は、スードライトがパック送信器に
埋め込まれて街路に装着されるケースを示し、また、図３０は、スードライトが街路より
も上側に持ち上げられるケースを示す。
【０１７９】
　街路レベルの手法においては、街路境界線のようなパーキングシステムが、現在では既
に、車の存在を検出できる駐車スペースに埋め込まれるパックセンサに基づき全国的に設
置されている。これらのパーキングパックは、アドホック通信ネットワークを形成してセ
ンサ出力をサービスデータプロセッサへルーティングするために内蔵トランシーバを含む
。各トランシーバからのブロードキャストは、車両使用のための低電力ナビゲーションブ
ロードキャストの都市ネットワークを形成するべくスードライトとしての機能を果たすこ
とができる。この実施では、車に組み込まれるラジオ受信アンテナが、ブロードキャスト
を受けて、キャリア位相を測定し、放射測距を行なうことができる。車両に組み込まれる
２つ以上のアンテナを用いてヘッディングを含む更なる情報が利用可能になる。衛星ブロ
ードキャストクロックが較正されないケースに関して先に導入されたナビゲーション処理
方程式を直接に適用できる。スードライトクロックが較正されないが１０秒程度の時定数
にわたってセンチメートルレベルに安定したままであると仮定すると、その区間は、車が
スードライトに対して大きな角度を横切るのに十分長い。車内のナビゲーションプロセッ
サは、自動車位置について解くことができるとともに、解で使用される各スードライトに
おけるスードライトクロック及びクロックレートについて解くこともできる。したがって
、スードライトの設置のために必要とされる情報のみが正確な測量である。
【０１８０】
　図３０における持ち上げられた送信器のケースにおいても、先と同様、送信器は、大規
模に容易に埋め込まれ得る小型で低コストの物品である。この変形例も自走式で低コスト
に動作できる。この変形例は、ソーラーパワーを使用する低電力ブロードキャストを用い
ることができる。設置は、安定した物体に対してのみの物理的な装着から成る。この変形
例は、探査車両を介して自動測量されて監視される。その周波数は、車両と共に使用する
ために既に計画されたＤＳＲＣ　Ｖ２１バンドを含めて、選択されたバンドに調整され得
る。特に、ナビゲーションのためにキャリア成分のみが使用されるため、スードライト使
用は同時データ変調と適合する。したがって、例えば５．９ＧＨｚバンドを使用する無線
用途が、車両のために既に計画されたユーザ機器と適合し得る。
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【０１８１】
　防衛用途及び諜報用途
　ＧＰＳは、国家安全保障能力及び民間－商業能力の両方が互いに利益をもたらすことが
できるようにするその軍事・民間共用の属性のため、伝説的である。以下の節では、以下
を含めて、軍事・民間共用と防衛及び諜報とに関連して更なる実施形態を説明する。
　１．前述の民間及び商業のＰＮＴ実施形態を防衛及び諜報に再適用する；
　２．特に防衛及び諜報のための新たなＰＮＴ実施形態を仕立てる；
　３．防衛及び諜報のための新たなＰＮＴ使用可能実施形態について説明する；
　４．費用節減が民間－商業用途と防衛及び諜報とのいずれにも利益をもたらす新たな実
施形態を開示する。
【０１８２】
　軍用アンチジャム及び高い利用可能性
　軍事用途において、本発明は、高いマスク角度視認性、サブデシメートル精度及びセー
フティ・オブ・ライフ完全性の迅速な獲得、ロバスト性向上、及び、低い自動更新コスト
を伴う連続的で局所的な高い出力を含む前例のない新たな性能のための能力を与える。そ
れにもかかわらず、新たな性能は、ＧＰＳコンステレーションのための維持コストの低減
、信号セキュリティの向上、コンステレーションのロバスト性の向上、ファーストフィッ
クスまでの時間の減少、精度向上、峡谷及び都市の谷間の性能向上、及び、ジャマー感受
性の低下を含むカテゴリー別のＧＰＳ改良ニーズを扱うことができる。
【０１８３】
　図３１は物理的なシステムアーキテクチャを示す。低い地球軌道（ＬＥＯ）にある少な
くとも１００個の低コスト衛星（場合によりナノ衛星、すなわち、＜１０ｋｇ）は、ＧＰ
Ｓに対するグローバルオーバーレイを形成する。ナノ衛星間の統合された測距及び通信は
、ＧＰＳ及びナノ衛星の両方に対する脆弱性に抗する新たなシステムレベル弾力性を与え
る新たなネットワークを生み出す。主に強調すべき点は、アンチジャム防衛及び屋内侵入
における高い出力、並びに、山及び都市の谷間の環境における高い仰角の利用可能性であ
る。アンチジャム及び新たな屋内の能力は、所定の局所的な動作領域（ＡｏＯ）内にかな
り増大されたパワーレベルの持続的な生のブロードキャスト出力を与えることによって達
成される。高い利用可能性は、低い位置精度劣化度（ＰＤＯＰ）を維持するようにコンス
テレーションを寸法付けることによって達成される。そのようなＰＤＯＰは、高い仰角マ
スク閾値、例えば４５°以上を上回るように維持される。図にはコンステレーション内の
全ての衛星が示されていない－ＡｏＯの上方の衛星のみが示される。
【０１８４】
　ＬＥＯ衛星は、それらがＡｏＯなどの地球の様々な領域を通り越すにつれてそれらのブ
ロードキャスト出力をＯＮ及びＯＦＦに切り換える或いは連続的に変調させることができ
るように十分に低い高度で動作する。小アパーチャの天底面フェーズドアレイは、ブロー
ドキャストビームがＡｏＯを正確に照射するための機敏な操向をもたらす。そのような出
力変調及び操向を低い高度から組み合わせることにより、簡単なハードウェアが照射領域
境界の細かい制御を維持できる。改変されたＧＰＳ衛星上の高利得アンテナから連続的に
動作するスポットビームブロードキャストを強調するのではなく、システムは、搭載バッ
テリ容量と、たった数分のみの短い区間にわたって高電力で、潜在的に衛星毎に１キロワ
ットｒ．ｆ．以上で動作する窒化ガリウム（ＧａＮ）などのバンドギャップの大きい電力
増幅器とを使用する。軌道サイクルは、約１２時間の正確な軌道と、ＡｏＯ通過間のクロ
ック推定とをもたらす。同じ区間にわたって太陽電池がバッテリを充電する。衛星がＡｏ
Ｏに達すると、ＧａＮ電力増幅器は、充電されたバッテリからそのエネルギーを得て、高
電力のＧＰＳ適合タイミング・測距ビームをＡｏＯへブロードキャストする。通過はほん
の数分続き、その間に、電力増幅器からの廃熱がヒートキャパシタに蓄積する。その後の
１２時間のリカバリ（前述の先行する１２時間較正と充電区間とを重ね合わせる）にわた
って、廃熱が放散される。
【０１８５】
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　システムは、衛星をより容易に多量に最小の体積、質量、及び、コストで製造できるよ
うに、電子機器要素、電力要素、熱要素、構造要素の大規模な統合を利用する。また、全
体のコンステレーション質量を最小にすることにより、打ち上げコストを押し下げること
もできる。
【０１８６】
　図３２は動作の概念を示す。衛星設計は、部品コストを最小限に抑えるがＬＥＯ軌道と
ネットワークアーキテクチャとを利用して潜在的にサブデシメートル精度のための十分な
性能を得るべくその安定性が最適化されるオシレータの使用をサポートする。地球は、２
つの領域、すなわち、半敵対領域と完全敵対領域とに控えめに分けられる。衛星軌道及び
クロックは、敵対テリトリーへの移行に備えて同盟を結んだ（半敵対）テリトリーにわた
って較正される。同盟を結んだテリトリーでは、支援ＧＰＳダウンリンク、ＬＥＯダウン
リンク、クロスリンク、及び、フィーダリンクを使用してシステムに対する攻撃が推定を
部分的に低下させるにすぎないと仮定される。衛星が同盟を結んだテリトリーの上空を偵
察飛行する場合、システムは、幾つかの場所で常に或いは全ての場所で何らかの時間に支
援リンクを妨害できるようにするが全ての同盟を結んだ場所で常に支援リンクを妨害でき
るとは限らない弾力的なネットワークを形成する。しかしながら、敵対テリトリーにわた
って、衛星支援リンクは完全に動作しないと仮定される。ＬＥＯダウンリンクは、このと
き、ユーザ機器に対する敵の妨害電波を強引に取り押さえるように寸法付けられる。
【０１８７】
　高電力送信信号はＧＰＳバンド内にあることができ、或いは、敵の妨害電波を更に回避
するために信号をバンド外でブロードキャストすることができる。バンド内オプションは
、ソフトウェア変更に晒される既存のＧＰＳユーザ機器と適合するようになっている。
【０１８８】
　システムアーキテクチャは、システムレベル及び衛星レベルの簡潔さ、したがって、そ
のレベルのコストにおいてカテゴリー的改良を与えるその物理的な形態により、コスト低
減をもたらす。第２に、コスト低減は、軌道上コンステレーション質量に関してプロキシ
として更に表わされ得る。これは、打ち上げコストが大半を占めるからである。結果は、
かなり低いコストでの高い仰角における連続的なブロードキャスト出力のかなりの局所的
増大である。
【０１８９】
　動作形態は、それらをＧＰＳと共に使用できる方法に関して非常に柔軟となり得る。例
えば、コンステレーション電力資源制約を受ける、より高い電力信号を用いて機動的に更
に大きなサイズの複数のＡｏＯを選択的に照射することができる。ＬＥＯ高度は、ブロー
ドキャストがＡｏＯ境界の縁に正確に適合できるようにし、それにより、電力消費量及び
付随的な干渉を更に最小限に抑えることができる。
【０１９０】
　システムアーキテクチャの重要な属性は、その熱制御サブシステムの簡潔さである。信
頼できる低コストの高電力衛星の設計及び建造における最も大きい問題のうちの１つは、
ペイロード電力増幅器の温度管理であり、ペイロード電力増幅器のそれぞれは、低いデュ
ーティサイクルで数百ワットを上回るｒ．ｆ．電力を生成する。ＯＮ時間のほんの数分で
、それらの電力増幅器は、次の１２時間繰り返しサイクルにわたって放散される必要があ
るかなりの廃熱を発生させる。図３３に示される１５０Ｗ電力増幅器の一例は、その小さ
な物理的サイズを強調する。好ましい実施形態は相変化材料（ＰＣＭ）を使用する。
【０１９１】
　ＰＣＭは高い融解熱を有し、結果として、ＰＣＭは、融解中にかなりのエネルギーを吸
収できる一方で、温度は一定のままである。ＰＣＭは、単純で低コストの溶液であり得る
。ＰＣＭが熱エネルギーを吸収するため、温度はその融点まで上昇し始める。融解がＰＣ
Ｍで始まった時点で、相変化中に温度は一定のままである。これは、熱源からの熱エネル
ギーが材料の相を固体から液体へ或いはその逆へ変化させるために使用されているから起
こる。ＰＣＭの選択及び寸法付けは、所望の温度と、電力増幅器により発生される熱エネ
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ルギーの量とに依存する。図３３は、どのようにしてＰＣＭが廃熱を取得した後にそれを
ゆっくりと経時的に放散できるかに関する手法を示す。
【０１９２】
　図３４は、ＰＣＭと宇宙船との間の温度制御界面を含む、宇宙船の残りの部分に組み込
まれる電力増幅器のための装着ポイントを示す。融解熱及び融点は、２０℃－１５０Ｗ電
力増幅器の例における効率的な動作温度－に近くなるように目標付けられる。魅力的な熱
的特性を有するＰＣＭは、２８℃の融点と７５２ｋＪ／ｋｇの高い融解熱とを有する塩化
ホスホニウムである［引用文献１３］。
【０１９３】
　特別な材料が、マイクロストリップパッチアンテナ要素のための放射素子と接地平面と
を分離するための誘電体構造を必要とするＬバンドアンテナ面に関して選択される。好ま
しい実施形態では、赤外線において光学的に透明な材料、例えばセレン化亜鉛が使用され
る。他の方策は、窒化アルミニウムなどの高い熱伝導率を有する誘電体の選択を含む。
【０１９４】
　宇宙船の概念的な形態が図３５に示される。好ましい実施形態において、宇宙船アーキ
テクチャは、略平坦であり、簡単にするために深く組み込まれる。マイクロストリップパ
ッチアンテナアレーが一方側で天底の方へ向けられ、平坦なソーラーアレイが反対方向に
面し、また、これらの間に多量のバッテリ及び熱相変化材料が挟まれる。バルク材料の量
は、衛星の所望の電力出力に比例する。
【０１９５】
　宇宙船サイズとコンステレーションアーキテクチャとが結合される。軌道高度及び衛星
間の間隔は、地球日陰時間、及び、ソーラーパワー発生のための回復時間、並びに、ペイ
ロード、クロスリンク、及び、フィーダリンクアンテナアパーチャ面積に適合される。
【０１９６】
　太陽へ向かう宇宙船の方向性は、最大電力を与えるために回復期間中に変えられ、それ
により、電力－熱とペイロード関連機能との間が最適化される。一方では、太陽／反太陽
方向性は、熱放射体を地球から離れるように傾けるとともに、利用可能なソーラーパワー
と深宇宙の反太陽冷間熱放射背景とを利用する。他方では、ペイロードフェーズアレイは
、受信モードでＣＲＰＡとして作用して軌道及びクロックの較正中に衛星を妨害する影響
を最小限に抑えるために物理的に及び／又は電気的にＧＰＳ衛星の方へ向けられる。
【０１９７】
　図３６は、民間用途及び商業用途のために更に早期に開発された軍用急速取得精度及び
完全性のための動作の概念を示す。防衛形態のための高い出力は、センチメートルレベル
精度及び高い完全性（１０-7完全性リスクで１ｍ警報限界）のＬＥＯベースの急速取得に
対して同時付加的なアンチジャムを与える。システムアーキテクチャは、超緊密に結合さ
れる慣性支援及びコヒーレントアンチジャム、ＣＲＰＡアンチジャム、機会の信号を更に
完了するとともに、既存の攻撃使用ケースと一致する。
【０１９８】
　放射体定位
　図３７は、動作の放射体ジオロケーション概念を示す。中心では、複数の放射体（意図
的なジャマー及び／又は他の干渉源）が測位に支障を来す。ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）
衛星天底アンテナは、ワイドバンドサンプルをアースターミナルを介して放射体定位オペ
レーションセンターにある中央サーバへダウンリンクする。衛星軌道及びクロックの解は
、サンプルのセンチメートルレベル位置及び時間登録を可能にする。中央サーバのプロセ
ッサは、サンプルを相互相関させるとともに、到着時差（ＴＤＯＡ）処理を使用して放射
体位置のリアルタイムの推定値をもたらす。
【０１９９】
　図３８は、放射体ジオロケーション形態ジオメトリの物理的な図を示す。この例におい
て、３つのＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星－それぞれ急速角度動作の付加的利益を伴う
サンプルを収集する－は、複数の放射体を同時に検出する。
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【０２００】
　宇宙ベース及び地上ベースの測定が組み合わされるときに付加的な感度が想定し得る。
図３７に示されるように、正確に測量される無線局センサを解に組み入れることができる
。サンプル及びそれらの正確な時間登録がオペレーションセンターへ伝えられる。ＧＰＳ
が利用不可能であれば、時間登録のためにＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）フィーダリンクを
使用することもできる。これは、このフィーダリンクがＧＰＳバンド外にあるからである
。
【０２０１】
　好ましい実施形態において、放射体定位機能は重要な相補的能力又は独立的能力である
。先の節で前述したように、ロバスト性が高いＰＮＴ機能は、途切れない動作を確保する
ために２０ｄＢ程度の大きさだけリアルタイムに干渉に打ち勝つ。一方、放射体定位機能
は、当局が素早く定位して干渉源を除去できるようにする。
【０２０２】
　宇宙は、見晴らしの利く地点に優れたジオメトリ及び遮るもののない視線を与える。ま
た、大角度ＬＥＯ衛星動作にわたって放射体を追跡することは、特別な利点を可能にする
。狭バンド放射体において、サイクル曖昧度は、実際のソース位置になりすますイメージ
ソリューションを形成できる。ＬＥＯ急速角度動作は、曖昧度を解くためにかなりの影響
力を与える。ＬＥＯ急速角度ジオメトリは、全く任意の放射体波形を追跡できるようにす
る。
【０２０３】
　電波掩蔽
　視線としてのＬＥＯ衛星上のＧＰＳトラッキングは大気圏を見えなくし、また、電離圏
は、天候のための非常に貴重な手段となってきた。例は、ＧＰＳ／ＭＥＴ、ＣＯＳＭＩＣ
、及び、ＰｌａｎｅｔＩＱである。従来技術において、ＧＰＳ衛星送信器からＬＥＯ受信
器への視線は、位相プロファイル測定密度をもたらすために地球の大気に深く食い込む。
二重周波数測定は、電離圏成分を分離して除外できるようにし、それにより、大気屈折の
みを密度の指標として残す。
【０２０４】
　残念ながら、密度は、温度、圧力、及び、水蒸気の組み合わせであり、そのため、それ
らの個々の寄与度を完全に解くことができない。図３９に示されるように、新たなオブザ
ーバブルは、好ましい実施形態では、隣り合うＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）衛星間で送受
信してＫバンドクロスリンクを利用することによって利用可能となる。
【０２０５】
　１８～２６．５ＧＨｚのＫバンドが特に水蒸気によって吸収される。Ｈ2Ｏ共振ピーク
は２２．２４ＧＨｚである。図４０はＫバンドの水蒸気吸収線を示す［引用文献１４］。
Ｋバンド受信振幅とＬバンド受信振幅とを比較することにより、水蒸気成分を直接に推定
できる。
【０２０６】
　包括的動作データセットを構築するために、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星を含
むＬＥＯ受信器は、依然としてＧＰＳを使用して補助掩蔽をもたらす。また、ＧＰＳは、
ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の時間及び空間の登録に寄与し続けることができる
。
【０２０７】
　ナノ衛星は、それらが領域を横切るときに複数の役割を果たすことができる。例えば、
隣り合うナノ衛星との掩蔽事象中、送信ナノ衛星は、図３９に示されるように地上領域に
わたってブロードキャストしていることもできる。一般に、以下の節で更に記載されるよ
うに、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星は、複数のシステムレベル機能を担うべく軌
道位相によって役割を切り換えることができる。
【０２０８】
　大域的及び局所的な機動性
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　システムレベルで、ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星のコンステレーションは、複
数の大域的機能を同時に扱うことができる機動的なアーキテクチャを与える。所定の衛星
が移動している地球上の場所に応じて複数の役割を担うために様々な動作機能を軌道位相
によってＯＮ及びＯＦＦに切り換えることができる。
【０２０９】
　図４１は、物理ネットワークの表示の時間的進展を示す。各ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標
）ナノ衛星の初期エポックが黒丸により示され、また、次のその後の短い時間が白丸によ
り示される。地球は、少なくとも３つの別個の動作が同時に行われている複数の領域に分
けられる。左上では、軍事的動作が進行中である。中央下では、民間及び商業のユーザが
ブロードキャストを使用する。そして、右では、干渉をジオロケートするためにシステム
が使用される。
【０２１０】
　図４２は、最初の時間におけるネットワークの物理的表示を示す。明確にするために、
ＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星の通過線及びその後の位置は示されない。軍事的動
作領域では、クロスリンク及びフィーダリンクが妨害されると想定され、そのため、描か
れる局所的なＳｕｒｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星は、それらの自走クロックに基づいて
独立にブロードキャストする。民間及び商業的なケースの場合、クロスリンクが位置及び
時間の基準を与える。クロスリンクは、ＧＰＳに対して更にトレースされるが、それは、
ＰＮＴナノ衛星送信器が動作しない民間及び商業的な動作領域の外側で受信され得るＧＰ
Ｓナノ衛星に関してのみである。電波掩蔽事象のために調整されたＫバンドクロスリンク
のケースも描かれる。干渉定位のケースの場合、受信のみのモードで現在動作している衛
星の位置及び時間の登録のためにクロスリンクが再び使用される。位置及び時間の登録の
ために使用されているＧＰＳの例も、地上源から広がる干渉が宇宙船ワイドバンド受信機
能を圧倒しない可能性を強調して示される。リアルタイムの干渉定位のために高速フィー
ダリンクのダウンリンクが使用される。
【０２１１】
　図４３は、その後の時間におけるネットワークの物理的表示を示し、この場合、Ｓｕｒ
ｅＰｏｉｎｔ（商標）ナノ衛星は全てが最初の時間における先の図からずっと移動してい
る。それぞれの領域内の衛星によって同じ機能が果たされている。しかしながら、重要な
ポイントは、それぞれの機能を果たす実際の衛星が異なっており経時的に急速に変化して
いることである。
【０２１２】
　図４４は、幾つかの衛星に関する動作タイムラインを示す。赤色の区間は、衛星タイミ
ング・測距ブロードキャストが可能にされるとき、一般的には衛星フットプリントがユー
ザと交わるときのスケジューリング時間を示す。実際には、選択された陸塊及び／又はユ
ーザ国が動作のために指定され、それにより、衛星軌道に応じてタイムラインが規定され
る。大部分の海洋のユーザ動作は陸地に近接して行われるため、これらのユーザも容易に
カバーできる。青色の区間は、天頂アンテナ及び／又は天底アンテナに結合される搭載受
信器を可能にする、送信器の電源がＯＦＦにされる時間を示す。また、青色の区間は、軌
道決定のための天頂ＧＮＳＳ受信測定値収集に対応する。これは、（少なくとも原理的に
は同時送受信のために電子機器を設計できるが）搭載送信器がもはや同じバンドでの同時
受信を排除しないからである。同じ基準により、衛星クロック登録がタイミング基準とし
てバックホールを使用して行われる場合に含めて、放射体ジオロケーションが青色の区間
で起こり得る。紫色の領域は、同時送受信能力を効果的に与える２～２０ｍｓの期間を伴
う受信と送信との間の急速循環を示す。ユーザ機器がそのようなデューティサイクルによ
りタイミング・測距信号をサポートする限りは、同時測位・放射体ジオロケーションが可
能である。
【０２１３】
　緑色のバーは、衛星の所定の対がクロスリンクを介して互いに連絡をとっている時間を
示す。クロスリンク視線は上昇して水平線よりも上側に定まる傾向があり、それにより、
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星が受信するのかに関して自由裁量が存在する限り、図は、既に領域にわたってブロード
キャストしている任意の衛星をどのようにして電波掩蔽のために同時に使用できるのかを
示す。
【０２１４】
　分散アパーチャ
　波長の小さい割合の精度まで衛星のアンテナの時間及び空間を知ることができる限りに
おいて、システムは、より大きなＰＮＴに対応できる目的で、一群の衛星がコヒーレント
調和で動作できるようにする。図４５は、局所的な使用に適した形態の一例を示す。約３
，０００個の自由飛行アパーチャ要素が静止高度付近の軌道に配備される。並進制御は、
その短軸が天底ベクトルと一直線に合わされ且つその長軸が円形の分布を形成する楕円の
ガウスプロファイルへと要素の密度を維持する。円の半径は、数キロメートルから数百キ
ロメートルにまたがる可変サイズをとるように命令され得る。１つ以上のスポットビーム
を形成するべく各要素の位相が送信器として或いは受信器として制御される。
【０２１５】
　本明細書中に記載される一般的な実施形態において、分散されるアパーチャは、無限遠
で合焦されず、むしろ、地球の表面で或いは表面付近で合焦される。アンテナのフレネル
距離パラメータＦは以下のように規定される。
【数６６】

【０２１６】
　ここで、Ｄは、直径などのアンテナアパーチャの特性サイズであり、λは波長である。
フレネル領域（放射近接場）が規定され、ここで、Ｆは１又はそれ以上の程度である。し
たがって、典型的な動作パラメータ値においては、衛星搭載分散アパーチャアンテナがフ
レネル領域で動作する傾向がある。
【０２１７】
　図４６は、より低い高度でより多くの数の要素と共に地球規模で使用するように描かれ
る分散アパーチャのバージョンを示す。図示の用途において、多くの軌道周回要素からの
同期送信は、ＧＰＳ信号ブロードキャストをエミュレートするために一緒にプールする。
軌道周回分散アパーチャは、複数のＧＰＳ状信号を同時に合成する。ブロードキャスト源
が拡散して攻撃に対して弾力的であるため、軍事的利点がもたらされる。また、ＧＰＳ妨
害電波に対する利用可能性を高めるために、増大した出力をユーザに集中させることがで
きる。
【０２１８】
　しかしながら、フレネル領域で動作する収束凹状波面は独特である。それにもかかわら
ず、信号は、以下のように既存のＧＰＳ受信器と適合するように形成される。
【０２１９】
　振幅Ａと波数ｋ＝２π／λとを有する焦点から広がる出射球状波を生成する特定の焦点
ｒ0で動作する架空の送信器を想定する。その既知の位置ｒiで分散されるアパーチャ内の
全てのアパーチャ要素ｉのアンテナポイントＰiにおいて結果として得られる仮想信号の
予期される受信振幅及び複素位相Ｕoutboundを明確に計算することができる。
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【数６７】

【０２２０】
　逆波動関数Ｕinboundは反対方向に伝搬するように規定される。このとき、それぞれの
アパーチャ要素における波値は、焦点へ向けて伝播するそのような波に関して満たされな
ければならない境界条件を規定する。
【数６８】

【０２２１】
　直交座標空間ｘの全体にわたって波φの物理的に実現可能なモデルを形成するために、
各送信要素は、以下のように出射波境界条件と一致する入射球状波面を生成するように命
令され得る。

【数６９】

【０２２２】
　全てのアパーチャ要素からの寄与度を合計すると、このとき、それに伴う波は以下のよ
うに与えられる。
【数７０】

【０２２３】
　ホイヘンス－フレネル原理により、送信器の数が増大するにつれて、総計ブロードキャ
スト波面は、焦点へ向けて伝播する入射球状波面のそれに近づく。焦点は、照射されるべ
き動作領域のサイズ及び位置に基づいて選択される。また、複数のＡｏＡｓが同時に使用
されてもよい。信号を受信するユーザ機器は、焦点が仮想衛星としての新たな役割を担う
ことを除き、入力信号を追跡できる。
【０２２４】
　図４７は、グレーティングローブが３０ｄＢレベルに抑制されるフレネル領域内に焦点
がある状態で無作為に分布された３，０００個の要素が静止高度付近で動作する局所的な
分散アパーチャから得られるパターンの一例を示す。
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【０２２５】
　図４８は、より大きな分散アパーチャシステムを形成するために他のアパーチャ要素と
結合する内蔵型自由飛行アパーチャ要素を示す。宇宙船形態は、高出力ＰＮＴナノ衛星に
関して前述した宇宙船形態の変形である。好ましい実施形態のフォームファクタは、複数
の並行ビームがサポートされる地球上の表面積と一致するようにその開口直径が寸法付け
られる平坦ディスクである。図中、マイクロストリップパッチアンテナのアレイは、単一
の宇宙船のためのフェーズドアレイがスピルオーバーを最小にして地球を照射できるよう
にする。このとき、調和してコヒーレントに作用する全分散アレイによって狭いスポット
ビームが形成される。トラフィックアンテナは、一般に、一連の防衛任務及び諜報任務を
サポートするべくワイドバンドにされるが、任務の主な目的がＧＰＳ軍事用バンドに関連
する場合には、アンテナが特にＧＰＳ　Ｌ１及びＬ２をサポートするように形成される。
【０２２６】
　一組の短い機械的なスタンドオフは、ディスクを打ち上げのために積み重ねるとともに
低い相対エネルギーを伴って配備できるようにする。埋め込み型リアクションホイールが
３軸姿勢制御を可能にする。それぞれの面上の太陽電池が電力を供給し、この場合、電池
の大部分がトラフィックアンテナとは反対側にある。可能な範囲内で、ポインティング方
策は、以下で更に詳しく説明されるソーラーセイリング制御特権を条件として、トラフィ
ック面を殆ど地球の方へ向けるとともに、ソーラーパネル面を殆ど太陽の方へ向けるよう
になっている。
【０２２７】
　また、それぞれの面に同様に埋め込まれるフェーズドアレイクロスリンクアンテナは、
高帯域幅通信と、相対位置及び姿勢の知識とを可能にする。太陽撮像装置、地球撮像装置
、及び、星撮像装置は、姿勢推定のための二次的な手段を与える。角運動量太陽光圧トル
クトリムタブは、角運動量を管理するために使用され得る非対称性をもたらす。また、デ
ィスクの外周にわたって延びるカレントループは、運動量管理のために残留磁場も使用で
きるようにする。
【０２２８】
　図４９は、簡単な高信頼性手法によって消耗品を伴うことなく運動量がどのように管理
されるのかを示す。宇宙船自体は略対称的となるように形成され、それにより、外乱トル
クが最小限に抑えられる。太陽光圧トルクは、リアクションホイールを使用して所望の運
動量制御を達成するべく太陽光圧トリムタブを太陽線周りの様々なクロック角度に向ける
ことによって調節される。宇宙船本体の外周にわたって延びるカレントループは、地球の
磁場と関連して運動量制御のためにも使用され得る磁気モーメントをもたらす。太陽線周
りの制御可能な「ピンホイール」トルクを形成するために、フォームファクタを保つべく
ディスク表面上に同様に偶然横たわる能動装置が使用されてもよい。候補は、扁平な鋸歯
状表面上に装着される液晶及びデジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）を含む。全体
として、様々な手法が３つの全ての軸周りの運動量制御を行なう。
【０２２９】
　図５０は、ソーラーセイリングが自由飛行アパーチャ要素のクラスタに対して３つの全
ての相対並進制御をどのようにして与えることができるのかを示す。簡単にするために、
クラスタの重心の位置が制御されていないと仮定される。ベースライン方向付けは、太陽
線に対するディスクの初期設定角を定めた後、太陽線の周りでディスクを回転させること
から成る。全ての要素が同じベースライン形態をとる場合には、クラスタの全体にわたっ
てインライン合力又は直交合力が存在しない。太陽線周りのディスクの回転を変えること
なくディスクの角度が変えられれば、クラスタ重心に対するインライン力は、太陽線に沿
うディスクのどのくらいの大きさの断面が増大した或いは減少したかに応じて調節される
。直交力制御のため、所望のクロック角度で太陽線周りの回転が中断され或いは減速され
る。そのクロック角度における効果的なドウェル時間が定められる。直交力成分はドウェ
ルのデューティサイクルに比例する。その方向はドウェルのクロック角度と合う。
【０２３０】
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　グローバルコンステレーションのための客観的形態は、ランダムな均等に離間される分
布である。局所的クラスタのための客観的形態は、前述の楕円形の確率分布である。オイ
ラー・ヒル方程式は、中心軌跡であると想定される、或いは、他の衛星に対する、標準軌
道周りの衛星の偏位運動のための動態モデルである。クロスリンク測距に関する先と同じ
観測方程式を適用すると、観測方程式は以下のようになる。
【数７１】

【０２３１】
　ここで、各オブザーバブルは衛星ｉ～ｊから与えられ、この場合も同様に、クロスリン
クは、可観測性の向上のために、双方向モードで動作すると仮定される。
【０２３２】
　また、オイラー・ヒル方程式は、初期設定により、ランダムなクラスタ分布は言うまで
もなく、任意に命じられたクラスタ分布をサポートしない。したがって、非静的な命じら
れた基準軌道がコンステレーションのために選択され、また、最適な制御法則は、アパー
チャ要素を基準へ向けて連続的に操向する。最終結果は、ランダムな楕円形のガウス形態
に少なくとも近づく分布である。軌道保持は、角運動量を抑制するとともにペイロード、
電力、及び、熱的動作の制約を満たすべく宇宙船姿勢を適切に維持することを条件として
行われる。
【０２３３】
　図５１は、分散アパーチャをどのようにして打ち上げて配備できるのかを示す。ディス
ク形状のアパーチャ要素が上段投入車両上に積み重ねられる。各宇宙船ディスクは、その
ＰＣＢベースの構造中に埋め込まれる内蔵スタンドオフによって離間される。スタンドオ
フは、張力を受けて縦方向でクランプされるとともに、縦方向荷重及び横方向振動を受け
入れるように形成される。打ち上げ車両は、アセンブリをＬＥＯ又は楕円移行軌道へと投
入する。そこから、高比推力スラスタが上段を運転軌道へと上昇させる。クランプ解放時
、個々のアパーチャ要素は自由飛行へと移行する。これらのアパーチャ要素は、図５１に
示されるようにスタンドオフ中に埋め込まれる分離スプリングによって上段から及び互い
から離れるように押し進められる。
【０２３４】
　上段の任務はその時点で完了してもよい。或いは、上段は、中央集中型フィーダリンク
及びビームフォーミング機能を分散アパーチャに与えるべく通信ハブとしての機能を果た
すように形成されてもよい。軌道上デブリに関する限りにおいて、上段は、任務の終わり
に使用されるべきアパーチャ要素のための回復システムを運ぶこともできる。回復プロセ
スは、アパーチャ要素の半協働操縦を使用することによって簡略化され得る。残存してい
る宇宙船に予め順序正しい態様で並ぶように命じることができ、それにより、上段は、簡
略化された操縦を使用してアパーチャ要素を都合良く回復させることができる。
【０２３５】
　スケールのため、図５１は、衛星搭載分散バージョンにおける典型的な等価な地上アパ
ーチャ領域を示す。この例において、配備表面積は、ディープスペースネットワーク３４
ｍ直径ディッシュアンテナと一致するが、地上用途のためにフレネル領域内で動作するよ
うに焦点を合わせることもできる非常に高い分解能を伴う。
【０２３６】
　図５２は、ペイロード半導体モジュールが多目的用途及びコスト低減のためにどのよう
に編成されるのかを示す。一体化された送信／受信（Ｔ／Ｒ）モジュールは、ＧａＮ及び
内蔵低雑音増幅器などのワイドバンドギャップ技術に基づく高出力増幅器を含む。Ｔ／Ｒ
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モジュールは、能動アンテナ要素モジュールを形成するべくアップ／ダウンコンバータ並
びにアナログ・デジタルコンバータ及びデジタル・アナログコンバータと更に一体化され
る。ＭＭＩＣを使用して緊密に一体化されるそのようなモジュールは、宇宙船上のそれぞ
れの単一のアンテナ要素がデジタルベースバンドデータを生成して受け入れることができ
るようにする基本的なビルディングブロックを形成する。
【０２３７】
　各宇宙船は、クロスリンクを介して接続されるデジタルネットワーク内のノードになる
。各ノードにおけるルーターは、データパケットをアドレス指定されるように移動させる
。好ましい実施形態において、従来のインターネットプロトコルは、ＴＣＰ／ＩＰ又はＵ
ＤＰなどのトランスポート層のために使用される。
【０２３８】
　図５３は、宇宙船レベルのデジタルルーティングと、トラフィックリンク及びバックホ
ールリンクを含むようにフェーズドアレイを形成するためにデジタルインタフェースを用
いてそれぞれの宇宙船に複数の能動アンテナ要素が組み込まれる方法とを示す。これに関
連して、バックホールリンクは、クロスリンク及び（適用できるように）フィーダリンク
を含むように後方支援通信を与えるものとして規定される。それぞれのリンクごとに、宇
宙船レベルのデジタルビームフォーマーが存在する。各アンテナアレイから入射するベー
スバンド信号は、結果的な出力へと組み合わされる。出射ベースバンド信号は、適切なア
ンテナ要素へと方向付けられる。ＰＮＴ対応のビームフォーミングコントローラは、波長
の小さな割合に対して正確である位置及びレバーアームの知識に基づいて動作する。コン
トローラは、瞬時の宇宙船の正確な位置、姿勢、及び、ライン較正パラメータの知識に基
づいてビームフォーミングマトリクス要素遅延及び重み付けを計算する。一般に、１つ以
上のビームを同時にサポートできる。それぞれのビームごとに関連するモデムを伴うクロ
スリンクは、デジタル通信のためのコンステレーションワイドネットワークを形成する。
ルーターは、インターネットルーター動作と一致して、デジタルデータの流れを方向付け
る。デジタルストリーミングデータは、情報及び合成波形を含めて、それが表わすことが
できるものにおいて柔軟である。カスタム波形のデジタル表示をネットワークを介して流
すことができ、或いは、変調された波形は、それらを変調させるデータのみからブロード
キャストのポイントで各宇宙船によって合成され得る。アーキテクチャは複数の並行ビー
ムを受け入れる。
【０２３９】
　各宇宙船ルーターにはネットワークデータインタフェースが接続される。このインタフ
ェースの目的は、（１）波形を調達すること、（２）ベースバンド信号を組み合わせるこ
と、（３）ベースバンド信号をシンクすること、（４）バックホールデータを調達するこ
と、及び、（５）バックホールデータをシンクすることである。波形源は、任意の宇宙船
に由来し得るとともに、同じ又は異なる宇宙船における１つ以上のトラフィックリンクか
らブロードキャストされ得る。コンバイナは、複数の宇宙船からのトラフィック信号を合
計し、それにより、分散ビームフォーミングを容易にする。その入力よりも低いスループ
ットを必要とするコンバイナ出力は、その命じられた目的地へ向けて元のネットワーク内
へとルーティングされる。ベースバンドシンク機能は、組み合わされたベースバンド信号
をネットワークから受ける。項目（１）及び（３）は、共同で、分散アパーチャのデジタ
ルベースバンド送受信「ターミナル」としての機能を果たす。また、インタフェースは、
クロスリンクを介してデータを任意の他の宇宙船へ及び該宇宙船からルーティングできる
ようにする。そのようなネットワークデータは、１つ以上の中間宇宙船ルーターをその通
過中に行き来してもよい。
【０２４０】
　コンステレーションレベルの分散アパーチャの巨視的挙動は、ベースバンドトラフィッ
クデータが衛星搭載ネットワークの全体にわたってどのようにルーティングされて処理さ
れるのかによって制御される。分散アパーチャが受信モードで動作している場合、各トラ
フィックアンテナ要素からのベースバンドサンプルがそれらのビームフォーマ内で組み合



(66) JP 2017-511885 A 2017.4.27

10

20

30

40

50

わされる。結果として得られるアパーチャ要素ベースバンド信号は、選択された入射ビー
ムに関してコンステレーションレベルビームフォーミング要素の制御された位相遅延及び
群遅延に更に晒され、その後、収集されて、他のアパーチャ要素からのアパーチャ要素ベ
ースバンド信号と組み合わされる。分散アパーチャからの送信においては、プロセスが逆
に動作する。波形又はデータストリームが全ての宇宙船へルーティングされ、そこで、デ
ジタルストリームがその出射波形へと変調される。コンステレーションレベルビームフォ
ーミング要素は、波形に関して遅延及び重みを制御し、その後、その波形は、出射ビーム
を成すべくトラフィックアンテナ要素を介してブロードキャストされる。
【０２４１】
　図５４は、中央集中化されたビームフォーミングがどのように実施されるのかを示す。
入射トラフィック信号は、それぞれのアパーチャ要素におけるビームフォーミングコント
ローラによる所望の入射ビームにしたがって遅延される。ベースバンドトラフィック信号
は、その後、クロスリンクを介してハブ宇宙船へデジタル送信され、該ハブ宇宙船でそれ
らの信号が分散アパーチャ全体にわたって組み合わされる。望ましい場合、組み合わされ
たベースバンド信号は、その後、フィーダリンクを介して地上局へ更に中継されてもよい
。送信モードは逆に動作する。フィーダリンクを介して地上から生じる或いはハブ宇宙船
で生じる波形又はデータストリームは、クロスリンクを介して個々のアパーチャ要素へと
配信される。各アパーチャ要素における変調器はブロードキャスト波形を合成し、その後
、これは、それぞれの出射ビームを成すべく送信のために適切に段階的に行われる。
【０２４２】
　図５５は、クロスリンクを介して到達する入射ベースバンド信号がどのようにしてコン
バイナへ方向付けられた後にフィーダリンクへ方向付けられるのかを示す。逆の経路も示
される。ネットワークデータインタフェースは、分散アパーチャの各ビームのデジタル「
ターミナル」としての機能を果たす。
【０２４３】
　図５６は、ベースバンド信号と非ハブとの分散型結合を可能にする好ましい実施形態を
示す。分散アパーチャが受信モードで動作すると、ベースバンド信号が割り当てられた宛
先ノードへ向けてネットワークを通過するにつれて、別個の衛星が分散方式で結合を行な
う。送信モードは、同じ方法で動作するが、基点のノードから逆に動作する。基点ノード
又は宛先ノードのネットワークデータインタフェースポートは、対応する分散アパーチャ
ビームの「ターミナル」としての機能を果たす。フィーダリンク通信は、バックホール又
はトラフィックアンテナを使用して特別な分散アパーチャビームを形成することによって
或いは地上局から直接に個々の宇宙船をアドレス指定することによって実施される。
【０２４４】
　コンステレーション取引空間
　図５７は、所望の属性に基づくコンステレーションアーキテクチャのための簡略化され
たモデルを示す。プロットは、様々な動作モードにおける軌道高度に応じた必要数の衛星
の推定値を示す。参考のため、既存のＧＰＳコンステレーションが示される。緑色の曲線
は、多くの衛星が４５°仰角マスクを維持しなければならないことを示すとともに、高出
力ブロードキャストと関連付けられる衛星の数に対応する。「機会の高度」は、運転軌道
推定に対する著しい障害としての大気抵抗が減少するように達成し得る最も低い高度に対
応する。この高度も容易にアクセスできる。これは、そのような多くの打ち上げが既にこ
の高度を標的にするからである。ユーザにより見えるようなＬＥＯコンステレーション急
速角度動作は、サブデシメートル精度及びセーフティ・オブ・ライフ完全性の取得をかな
り速める。
【０２４５】
　理想的な分散アパーチャは、場合により量子コンピュータを使用して、任意に小さい「
分子」サイズレベルへの分割を伴いつつ、アパーチャ内の要素の総数を多くの数へ向けて
推し進める。未来の技術は、小さい要素寸法を使用して分散計算、時空登録、並びに、エ
ネルギー蓄積及び変換を更に行なうことができるようにするかもしれない。グローバルク
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ラウド内に配備された従来の宇宙船とそのような小さい要素との間の無作為な衝突は低い
エネルギーであり、したがって無害である。
【０２４６】
　１．４．１．分散アパーチャ用途
　以下の表は、分散アパーチャのための重要な用途を示す。
【表１】

【０２４７】
　通信軍事・民間共用化用途は以下を含む。
・衛星取材を使用するジャーナリズム
・支援組織
・緊急応答及び災害救済
・遠隔領域でのリアルタイムのデータ取得のためのネットワークアクセス
・遠隔の仮事務所
・戦術的軍事活動
・油及びガスを含むエネルギー
・鉱業及び重量構造物
・海事活動
・林業
【０２４８】
　発展途上世界における用途の一例は、「ツイッターサット（Ｔｗｉｔｔｅｒｓａｔ）」
－地上インフラから離れた遠隔領域で動作する既存の携帯電話（ソフトウェアの変更を伴
う）を用いてＳＭＳメッセージを送受信できる能力である。
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【０２４９】
　商業ユーザにおける用途の一例は、航空ジェット機でＷｉＦｉ「ホットスポット」を形
成することであり、この場合、既存のモバイル機器（ソフトウェアの変更を伴う）は、宇
宙インフラを用いて直接に航空機の窓を通じて通信するとともに、航空機又は地上インタ
フェースインフラでローカルリピーターを必要としない。ホットスポットのサイズは、シ
ートの幾つかの列から航空機全体にまで及ぶ任意のサイズに設定され得る。ホットスポッ
ト場所は、メッセージの内容により且つＡＤＳ－Ｂ信号の空間的供給源を三角測量するこ
とにより航空機のＡＤＳ－Ｂブロードキャストの閉ループ追跡で航空機の位置を追跡する
。同様に、ジャーナリストは、フォワードベースのインフラ又はＶＳＡＴから離れた遠隔
領域から、ライブＨＤビデオを従来のスマートフォン（ソフトウェアの変更を伴う）から
直接に宇宙インフラへと流すことができる。
【０２５０】
　先進的スプーフィング
　図５８は、先進的スプーフィングシナリオを示す。２つの航空機が互いに接近して運航
している。航空機は、地球上の任意の場所に位置される非協働的なＧＮＳＳユーザである
と仮定される。航空機標識付きの物理標的は正常に運航すると仮定される。スプーフィン
グシナリオの仮説的目的は、物理標的の近傍でスプーフィング標的を無意識に操縦するこ
とである。地上基準局のネットワークは、ＧＮＳＳブロードキャストをグローバルに監視
して、全ての信号パラメータをセンチメートルレベルに較正する。較正パラメータは、分
散アパーチャの全体にわたりクロスリンクを介してアップリンクされて広められる。各ア
パーチャ要素がＧＮＳＳ信号を受信して位置及び時間を推定することもできるため、較正
は、各アパーチャ要素がセンチメートルレベルに合わせて位相コヒーレンスで動作できる
ようにする。
【０２５１】
　伝統的なスプーフィングは、単一の標的に合わせて該標的の位置及び姿勢の正確な知識
のための要件を伴って作られる装置を使用してきた。スプーファーは、全ての信号を即座
に標的の受信アンテナへブロードキャストし、そのため、例えば標的動作が受信信号に正
確に関連しない場合などにおいては、標的が間違った信号属性を検出するための多くの機
会が存在する。また、他の受信器への副次的影響を回避することが難しい。
【０２５２】
　分散アパーチャは、スプーファーの意図にしたがって全く新しいＧＮＳＳ信号を合成す
る。これらの信号は、スプーファーによって求められる特定の方向からくるとともに、そ
れぞれの偽りの衛星ごとに空間的に異なる。
【０２５３】
　スプーフィング信号合成に加えて、既存のＧＮＳＳ信号に正確に適合する新たな波は、
焦点領域内で入射信号を正確に取り消す（消去する）べく１８０°位相がずれて位置され
得る。言い換えると、焦点領域内では、当初の信号が新たなスプーフィング信号に完全に
取って代えられる。
【０２５４】
　信号属性は、センチメートルレベルに協調的態様で制御され得る。標的が慣性ナビゲー
ションユニットを伴う場合、位置エラーのプロファイルは、スプーフィングの兆候が完全
にシームレスで検出不可能であるように、慣性バイアスドリフトに正確に適合するプロフ
ァイルで引き起こされ得る。
【０２５５】
　先進的スプーフィングにおいては、その外側に副次的影響が存在しない焦点領域が選択
される。全く異なるが同時に起こる作用を有するように複数の独立した焦点領域を選択で
きる。スプーファーは、焦点領域を配置するために或いは既存の信号を正確に置き換える
ためにスプーフィング標的の正確な場所を知っている必要がない。唯一の要件は、スプー
ファーが焦点領域座標開ループを命じる必要があり、それにより、スプーフィング焦点領
域の選択された分解能よりも良好なスプーフィング標的の先験的知識を示唆することであ
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